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メニュー

今後の英語教育の改善・充実方策について　報告～グローバ
ル化に対応した英語教育改革の五つの提言～
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1　英語教育改革の背景

○ グローバル化の進展の中で、国際共通語である英語力の向上は日本の将来にとって極めて重要であ

る。アジアの中でトップクラスの英語力を目指すべき。今後の英語教育改革においては、その基礎的・基本的

な知識・技能とそれらを活用して主体的に課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等の育成は

重要な課題。

○ 我が国の英語教育では、現行の学習指導要領を受けた進展も見られるが、特にコミュニケーション能力

の育成について改善を加速化すべき課題も多い。東京オリンピック・パラリンピックを迎える2020（平成32）年

を見据え、小・中・高等学校を通じた新たな英語教育改革を順次実施できるよう検討を進める。並行して、こ

れに向けた準備期間の取組や、先取りした改革を進める。

○ 本有識者会議は、文部科学省の「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」を

受けて平成26年2月に設置され、小・中・高等学校を通じた英語教育改革について9回の審議

を重ねており、これまでの議論を審議まとめとして整理した。

○ 今般の英語教育改革の背景として、社会における急速なグローバル化の進展という社会

的な背景と、これまでの英語教育改革の進展や課題を踏まえた更なる取組の充実の2点が

挙げられる。

グローバル化の進展の中での英語力の重要性

○ 社会の急速なグローバル化の進展の中で、英語力の一層の充実は我が国にとって極め

て重要な問題。

【資料1-1】
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　これからは、国民一人一人にとって、異文化理解や異文化コミュニケーションはますます重

要になる。その際に、国際共通語である英語力の向上は日本の将来にとって不可欠であり、

アジアの中でトップクラスの英語力を目指すべきである。今後の英語教育改革において、そ

の基礎的・基本的な知識・技能とそれらを活用して主体的に課題を解決するために必要な思

考力・判断力・表現力等を育成することは、児童生徒の将来的な可能性の広がりのために欠

かせない。

　もちろん、社会のグローバル化の進展への対応は、英語さえ習得すればよいということでは

ない。我が国の歴史・文化等の教養とともに、思考力・判断力・表現力等を備えることにより、

情報や考えなどを積極的に発信し、相手とのコミュケーションができなければならない。

○ 我が国では、人々が英語をはじめとする外国語を日常的に使用する機会は限られてい

る。しかしながら、東京オリンピック・パラリンピックを迎える2020（平成32）年はもとより、現

在、学校で学ぶ児童生徒が卒業後に社会で活躍するであろう2050（平成62）年頃には、我が

国は、多文化・多言語・多民族の人たちが、協調と競争する国際的な環境の中にあることが

予想され、そうした中で、国民一人一人が、様々な社会的・職業的な場面において、外国語を

用いたコミュニケーションを行う機会が格段に増えることが想定される。

これまでの英語教育の改革を経た更なる改善

○ これまで英語教育では、幾多の議論を経て現行の学習指導要領が実施され、小・中・高

等学校を通じて多くの取組と成果が見られるが、なお一層の充実が課題となっている。

○ これまでの成果と課題を踏まえながら、小・中・高等学校が連携し、一貫した英語教育の

充実・強化のための改善が求められる。その際、英語を「聞く」「話す」「読む」「書く」の4技能

を活用して実際のコミュニケーションを行う言語活動を一層重視し、小・中・高等学校を通じ

て、授業で発音・語彙・文法等の間違いを恐れず、積極的に英語を使おうとする態度を育成

することと、英語を用いてコミュニケーションを図る体験を積むことが必要である。

○ 英語教育の充実に当たり、「ことば」への関心を高める工夫によって更に外国語の効果

的運用に必要な能力を伸ばすという視点が重要である。

本有識者会議における検討

○ 有識者会議における議論は極めて多岐にわたっており、その議論や主な論点が分かる

ように、「3　英語教育の在り方に関する有識者会議における議論の詳細」（以下「詳細」とす

る。）を作成している。幾つかの論点については様々な意見も出たところであり、その点を含

め詳細に記載している。

○ なお、教育課程に関わる事項については、次期学習指導要領改訂に向けた教育課程全

体の見直しの中で、また、教員養成に関わる事項については、教員養成に関する全体の議

論の中で、更に検討を要する。

2　必要な改革について

改革1．国が示す教育目標・内容の改善
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Ⅰ．物流を巡る社会経済状況の変化

（１）人口減少・少子高齢化の進行

我が国は、全国的に本格的な人口減少社会を迎え、特に地方におい

ては人口減少の進行が著しくなっている。また、総人口の減少と同時

に、高齢化も未曾有のスピードで進んでおり、生産年齢人口は2030年

（平成42年）には2010年（平成22年）比で約８割、2060年（平成72年）

には現在の半分近くまで減少するおそれがある。

近年、物流分野における労働力不足が顕在化しており、少子化に伴

う労働力人口の減少により、中長期的には、人材の確保がより困難に

なっていく可能性がある。特に、中高年層への依存が強いトラック運

転者や内航船員については、これら中高年層の退職に伴い、今後、深

刻な人手不足に陥るおそれもある。そのような事態に至った場合は、

物流の停滞が、我が国の産業活動のみならず、国民生活全般にわたる

ボトルネックとなりかねないことに十分に留意し、危機感を持って早

急に適切な対策を講じるべきである。このため、物流に必要な人材の

確保に繋がる施策や、物流の省力化・効率化に繋がる施策に直ちに着

手し、成果を上げていく必要がある。

また、過疎地や離島等の条件不利地域においては、人口減少により

人口が薄く分散する状況が拡がると、これらの地域における宅配便の

配送効率が大幅に低下し、日用品の入手にも支障を来す可能性がある。

今後、過疎化や高齢化の更なる進行が見込まれることを踏まえると、

地域に必要な物流サービスを持続的に確保していくためには、個々の

物流事業者による取組だけでは不十分であり、自治体の主体的な関与

の下、地域の関係者が連携し、必要な施策を講じることが求められて

いる。

（２）国際競争の激化と本邦企業のアジア域内での経済活動の活発化

海外との熾烈な競争の下で、我が国製造業は、生産拠点の立地の最

適化を図っており、付加価値の高い分野を国内に残しつつも、海外生

産を増加させ、日本を含めたアジア域内での調達・生産・販売網の拡

大を進めている。また、我が国の流通業等も、経済成長が著しいアジ

ア市場を取り込むため、アジア各国への進出を拡大している。このよ

うな我が国製造業、流通業等の海外展開の進展に伴うボーダレスなグ

【資料1-2】
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ローバル・サプライチェーンが深化しており、我が国の物流事業者が、

これら企業に対し質の高い物流サービスを提供することを通じて、我

が国製造業、流通業等の海外展開を支えていくことが重要となってい

る。

また、これに加え、中長期的には人口減少等により我が国の国内貨

物輸送量の減少も見込まれる一方で、2015年（平成27年）末に予定さ

れているアセアン経済共同体（AEC）の発足や2015年（平成27年）10月

に大筋妥結した環太平洋パートナーシップ協定（TPP）により、ヒト・

モノ・資本・情報の往来が活発化することが見込まれるとともに、急

速に拡大しているアジアの物流需要の成長を取り込み、物流事業者自

らの成長につなげていくことも重要となっている。

世界銀行による物流のパフォーマンスを示す指標（各国の物流環境

に対する他国の物流関係者からの評価（５段階評価））において、我が

国は、アジアの中で、シンガポールに次いで高い評価を得ており、ト

ップ10を維持している。さらには、こうした我が国の質の高い物流シ

ステムを展開することなどにより、アジア全体の経済成長にも貢献し

ていくことが重要となっている。

これらの目的の下に、我が国物流事業者の国際競争力を高め、日系

企業の物流需要及びそれ以外の現地の物流需要を獲得し、物流ネット

ワークの強化を図り、アジア物流圏全体の効率化を進めていく必要が

ある。

（３）情報通信技術（ICT）等の技術革新

近年のコンピュータの処理能力の飛躍的な発展等に伴うICTの急速な

進化は、社会経済に多様な変化をもたらし、ICTの利用が企業活動や国

民の生活に着実に普及してきている。また、あらゆるものがインター

ネットに接続するIoT（Internet of Things ）時代の到来により、様

々な産業分野において「第四次産業革命」とも呼ぶべき大変革に向け

た動きが活発になっており、物流分野についても、このような動きへ

の対応を迫られている。

このような技術革新は、物流分野が抱える様々な課題の解決につな

がるとともに、物流を含む我が国経済社会全体の生産性を大幅に向上

させる可能性を秘めており、IoTやビッグデータ、ITS（高度道路情報

システム）、鮮度保持技術、自動走行システム、パワーアシストスーツ、

小型無人機等の最新技術を活用して、さらなる物流の効率化、高度化
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２．物流を取り巻く現状・課題と今後の物流施策の方向性 

（１）現大綱策定以後の物流を取り巻く環境の変化

本節では、2020 年の新型コロナウイルス感染症の流行以前までの状況を概観する。

１）物流産業における労働力不足の社会問題化

生産年齢人口の減少や少子高齢化により、労働力不足は各産業共通の課題となっている。我が

国の物流産業は、その労働就業者数が約 258 万人であり、全産業就業者数（約 6,681 万人）の約

４％を占める一大産業であるが、その大宗を占めるトラック運送事業に従事するトラックドライ

バーは、全産業と比べて労働時間が長い一方で、年間所得額が低い状態が続いていることに加え、

食品流通をはじめとして手荷役等の負担を強いられるなど、その厳しい労働環境から、担い手の

確保が特に懸念されている。現大綱期間では、「働き方改革」が政府全体の重要な政策課題として

取り上げられたことも相まって、こうしたトラックドライバー不足とそれに起因する問題が大き

くクローズアップされ、社会問題として認識される状況となった。 

とりわけ、2017 年の宅配便配送に係る総量規制や宅配便の運賃値上げなどの一連の動きは、い

わゆる「宅配クライシス」として社会的に大きく取り上げられ、「物流サービスは、常時、当然の

ように提供されるもの」という考え方に一石が投じられることとなった。 

また、2018 年６月に働き方改革関連法が成立し、2024 年度からトラックドライバーに対して、

時間外労働の上限規制が罰則付きで適用されることとなった。将来予測として、需要に対し 20万

人超の規模でトラックドライバーが不足するという調査結果1もある中、今後、物流事業者は時間

外労働の削減など労働環境の改善について実効性のある対策を加速させる必要がある。 

こうした中、EC 市場は急成長しており、2019 年の国内の BtoC-EC（消費者向け電子商取引）の

市場規模は、19.4 兆円（前年比 7.65％増）に拡大し、この傾向がさらに拡大することで、今後、

トラックドライバーの労働需給はさらに逼迫するおそれがある。また、人口減少が進む中、物流需

要の少ない過疎地域等における物流網維持のためのドライバーの確保も大きな課題である。 

内航海運においても、船員の約半数を 50歳以上が占めるなど高齢化が継続し、労働環境の厳し

さ等から若年層の定着も課題となっている。船員は陸上職と異なる労働制度が適用されるため働

き方改革関連法の適用は受けないものの、労働力確保に向けた働き方改革は急務といえる。 

物流産業における労働力不足の問題は、国民生活に必要な物資を運ぶという社会インフラの機

能不全、すなわち「モノを運べない」事態に直結する深刻な問題を引き起こす可能性があり、一刻

も早く解決すべき課題である。 

２）災害の激甚化・頻発化により露呈した物流ネットワークの脆弱性

近年激甚化・頻発化する自然災害により、鉄道路線の長期不通や空港の長期機能停止など、国民

生活や経済活動の基盤である物流ネットワークの脆弱性を露呈する事象が多発している。 

例えば、2018 年７月の西日本豪雨により、東日本から九州を結ぶ我が国物流の大動脈たる山陽

本線が寸断され、自動車部品や農産品など多岐に渡る製品・商品の物流に支障が生じ、その影響は

全国に及んだ。また、同年９月の台風 21号により、関西国際空港において貨物地区の浸水などの

被害が発生し、国際航空貨物輸送などへの影響が生じた。 

1 公益社団法人鉄道貨物協会、平成 30 年度本部委員会報告書
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また、災害により発生する大量のがれき等の運搬・処理も課題として認識されている。 

災害による被害を極小化し、また、可能な限り早期の復旧を図るため、インフラの強靱化や各輸

送モードの安全対策の強化により、平時から災害や危機に強い物流ネットワークを構築すること

が重要である。さらに、物流機能の持続性を確保するため、発災時の代替輸送機関としての内航フ

ェリーや RORO 船、内航コンテナ船の活用などを内容とする BCP（事業継続計画）の充実や、関係

機関間での日頃の各種調整や訓練の徹底など、平時から連携体制を確保することが求められる。 

３）国際物流を取り巻く環境の変化

世界全体の貿易額が増大する中、特にアジア域内外を中心とした貿易額は急速に拡大し、サプ

ライチェーンのグローバル化はさらに深化している。2018 年の我が国と中国との貿易額は 1999 年

比で 4倍以上に増加しており、我が国の貿易額は、中国、韓国、ASEAN で約 4割を占めている。 

このように貿易全体は増加基調であり、世界の港湾におけるコンテナ取扱個数も 2018 年までは

増加基調であるが、一方で、外航海運における船腹需給は供給過多の状態であり、近年も国際運賃

市況は低位の水準にある。加えて、世界の海上荷動量が拡大傾向にある中、我が国の外航海運の輸

送比率は減少傾向にあり、我が国海運企業は厳しい経営環境に置かれている。また、北米・欧州等

と直接接続する国際基幹航路が日本の港湾に寄港することは、我が国に立地する企業の国際物流

に係るコストとリードタイム等の観点に加え、我が国の経済安全保障上も重要である。しかしな

がら、アジア諸港におけるコンテナ取扱量の急増、スケールメリットを追求するためのコンテナ

船のさらなる大型化や、船社間のアライアンスの再編等により寄港地の絞り込みが進展しており、

我が国にとって厳しい状況が続いている。さらに、我が国の国際航空貨物取扱量は、リーマンショ

ック等の影響による落ち込みを経て、ここ数年は、東京国際空港の機能向上や、各国際空港の国際

線拡張などに伴い増加傾向にあったが、2017 年度をピークに、大規模自然災害の発生や米中貿易

摩擦等の影響により減少に転じたところである。 

こうした中、日系企業の海外展開に伴い、物流企業の海外進出も進んでおり、2018 年の物流企

業の現地法人数は、2004 年比で台湾・香港・中国が約 3 倍、ASEAN は約 4 倍となっている。国際

競争力の一層の強化のため、我が国物流企業の海外展開をさらに後押しすることが重要である。 

さらに、我が国の農林水産物・食品の輸出拡大は、持続的な経済成長や地域経済の活性化等に資

する方策として重要となりつつある。輸出額は 2019 年に 9,121 億円であり、7 年連続で過去最高

を更新し、アジアへの輸出額が全体の 74％を占めている。今後、この輸出額を 2030 年までに 5兆

円とする政府目標に向け、それを支える物流基盤の整備など積極的な取組が求められる。 

なお、ジェトロの推計によると、2019 年の世界貿易（財貿易、名目輸出ベース）は、前年比 2.9％

減、貿易数量（輸出ベース）も前年比 0.1％減となり、世界貿易は金額、数量ともに前年から減少

に転じている。金額、数量双方の伸びがマイナスとなったのは世界金融危機下の 2009 年以来 10年

ぶりであるが、米中貿易摩擦や世界の経済成長鈍化などが背景にあると考えられる。 

こうした国際経済の不確実性が高まる状況下で、従来の国際サプライチェーンが見直される動

きも見られることから、我が国物流企業もこうした動きに柔軟に対応する体制構築が求められる

ほか、「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けた動きを踏まえ、経済安全保障の観点から国

際物流の重要性を再認識すべきである。 
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③ 倉庫シェアリングの推進

EC 事業の拡大等に伴い、荷物の保管需要の多様化が進展しており、保管の受け皿となる倉庫に

おいて保管需要の変化に迅速かつ的確に対応していく必要があることから、季節要因等多様な波

動により生じる倉庫内の遊休スペースの有効活用を図ることにより、多様化する保管需要に対応

する倉庫シェアリングの取組を推進する。 

④ 季節波動を踏まえた自家用有償運送の安全面を配慮した活用の検討

近年の EC市場の普及などにより消費者ニーズは多様化し、従前の季節波動にも変化が見られて

いることから、繁忙期における自家用車の活用について、より実態に即したものとなるよう制度

の見直しを図る。なお、制度の見直しにあたっては、輸送の安全の確保やドライバーの適切な労務

管理、荷主保護が十分に担保されるよう留意する。

⑤ 再配達の削減と新しい生活様式に対応した配送形態の構築・定着に向けた取組

再配達の削減に向けては、これまで国や関係事業者等が連携し開催してきた「宅配事業と EC 事

業の生産性向上連絡会」や「置き配検討会」における検討なども踏まえ、オープン型宅配ボックス

や置き配などの推奨を図ってきており、今後もこうした多様な受取方法を推進する。 

特に新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、非接触・非対面による受取方法である宅配ボッ

クスや置き配の活用などがクローズアップされている。このため、2020 年３月に公表した「置き

配の現状と実施に向けたポイント」（置き配ガイドライン）に基づき、置き配の普及や運用の改善

に努める。また、デジタル技術を活用した高機能型宅配ボックスの展開など宅配ボックスの設置

を促す取組をさらに推進するほか、接触や対面機会を極力減らしたラストワンマイル配送に係る

モデル的な取組の構築・普及を進める。

⑥ ラストワンマイル配送円滑化の推進

都市内の荷さばき対策について、荷さばきスペースの確保に向け、共同荷さばき集配事業の導

入と併せた共同荷さばき駐車場の整備や、物流を考慮した建築物の設計・運用の推進等の取組を

促進するほか、適切な官民の役割分担の下、物流事業者や地域の関係者間の連携によるソフト・ハ

ード両面からの路上荷さばき対策を推進する。 

また、自動配送ロボットを活用した持続的な配送サービスが可能となるよう、引き続き社会実

装に向けた取組を推進する。 

（４）農林水産物・食品等の流通合理化

 農林水産物・食品等の物流については、国民生活に欠かすことのできない農林水産物・食品等を

適正な価格で安定的に供給するため、共同輸配送、ストックポイント等の流通拠点の整備、卸売市

場や農業資材保管施設等における自動化・省人化、物流に関わるあらゆるデータ連携基盤の整備

等の物流効率化を推進するとともに、納品期限の緩和等を通じて物流上の負担ともなる食品ロス

の削減を推進する。また、パレット規格や外装の標準化、パレットの運用ルールの確立等によるパ

レット化を促進する。生産、出荷、流通、販売に携わる各関係者が物流事業者と緊密に連携すると

【資料1-3-2】
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ともに、これまでの商習慣にとらわれることなく各関係者が負担と受益を分かち合いながら、こ

れらの合理化・効率化を図ることで、持続可能な物流が実現されるよう、関係省庁で連携して業界

の取組を後押しする。 

（５）過疎地域におけるラストワンマイル配送の持続可能性の確保

過疎地域における物流機能の維持はユニバーサルサービスの観点から非常に重要な課題であ

り、引き続き物流網の維持に努める。その際、コミュニティバス等を活用した貨客混載による配送

や複数の配送事業者による共同配送など、過疎地域における効率的な配送を推進するほか、配送

業務を貨物軽運送事業者である地域住民が担うなど共助の取組を通じて、高齢者の見守りや買い

物支援など地域の課題解決も図ることで、地域に住み続けられる環境を整備する。 

また、離島や山間部等におけるトラックや船舶の代替配送手段として、ドローン物流の社会実

装に向けた取組が進められている。今後は、医薬品や農作物の輸送、買い物支援など具体的な用途

を念頭に置きながら実証を進めるとともに、運航コストの低減を含めた経済合理性や社会受容性

の確保等の課題の解決策の検討・整理を行い、実証の成果を社会に示すことで近い将来の社会実

装を確実なものとする。 

さらに、道の駅等を拠点とした自動運転サービスの社会実証・実装に向け、自治体等の取組を積

極的に支援する。 

（６）新たな労働力の確保に向けた対策

女性や若者、高齢者等の多様な人材の確保・育成が図られるよう、働き方改革を推進し、多様な

人材が活躍できる職場環境を整備する。 

トラック運送業については、荷主とトラック事業者による取引環境の改善の協議等を通じて労

働条件を改善するほか、荷役分離を推進し、女性ドライバー等が働きやすい環境整備を促進する。

さらに、「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」に基づき、日帰り勤務を可

能にする中継輸送の普及や、力仕事に頼らない機械荷役への転換を推進する。 

また、船員について、多様な人材にとって働きやすい職場づくりのため、多様な働き方への意識

改革のほか、求人票の様式の改訂等を通じた事業者の取組の見える化、表彰制度等を通じた優良

事例の横展開など、行政や業界における必要な環境の整備を図る。 

さらに、物流業界においては、既に庫内作業等の一部をアルバイトとして採用された留学生な

どの外国人が担っているが、物流業界におけるダイバーシティの確保等の観点も踏まえ、トラッ

クドライバー等への外国人の活用についても今後議論を進めていくほか、空港における航空貨物

取扱業務への特定技能外国人の活用について推進する。 

こうした多様な人材の確保・育成に当たっては、経験やスキル等を重視した労働慣行だけに頼

らない業務のあり方の検討も重要であり、物流 DX の推進により、AIや IoT 等新技術を活用するこ

とで、オペレーションの定型化や標準化を進める。 
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 グローバリゼーションは、人・物・資金・アイデアが国境を越えて移動・流通（交流）することにより、技
術革新、新興国の成長、中間層の拡大、貧困の削減といった付加価値を生み出し、世界経済の発展の大きな原動
力となってきた（第Ⅱ-3-0-1 図）。

その一方で、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の中で、サプライチェーンの途絶や人の移動の停滞が見
られたように、グローバリゼーションの進展に伴って拡大してきた様々な交流の停滞が見られている。
この新型コロナウイルスの感染拡大は第 3のアンバンドリング・デジタル化の渦中に発生した。新型コロナウ
イルスの感染拡大に伴って、世界ではデジタル技術の革新や社会実装が急速に進んでいる。物理的な移動への制
約によって人同士の対面でのコミュニケーションに制約がかかり、物の移動も停滞する中で、国境を越えた交流
による付加価値の追求は、デジタル分野に重心を移動していくことが想定される。
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第Ⅱ-3-0-1 図　 
2000 年代の国境を越えた貿易、投資、人の移動の伸び
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そこで、この危機の教訓を踏まえ、危機の収束や、危機により顕在化したリスクや経済社会の変化の方向性を
見定めながら、現下の危機を克服しつつ、あるべき経済社会システムへの進化を目指すべきである。その教訓は
以下の 3点である。
第一に、世界規模の課題の発生とその対応に対する遠心力である。世界規模で感染が拡大するパンデミックは
自国の対策のみでは収束しないものであり、世界規模での対応が求められるものである。しかし、その対応に当
たっては、従前から存在する多国間の枠組への不信が増大する中で、緊急時における自国優先策も見られている。
この遠心力に対して、国際協調への求心力を高め、世界規模の課題を解決するため、グローバリゼーションのアッ
プグレードが求められる状況にある。
第二に、経済性・効率性と集中に伴うリスクである。サプライチェーンについては生産活動がグローバル化す
る中で経済性・効率性による生産拠点の集中が進み、それが緊急時においては供給途絶リスクとして現れた。同
様に、デジタル経済についてはプラットフォーマーへの集中が進んでいる。これらは、経済性・効率性にとどま
らない、レジリエントなサプライチェーンや経済構造の重要性を示している。
第三に、感染と経済の相互作用である。感染の拡大を抑制するためには対面の活動を制限せざるを得ず、その
結果、世界経済は大幅な景気後退に陥ることとなった。その対面のコミュニケーションの制約を乗り越えるため、
デジタルの技術開発と社会実装が急速に加速している。そこで、この危機の中で、人の交流のあり方を進化させ、
環境整備も含めた経済社会のデジタル化に取り組むことがますます重要な課題として現れている。
これらの教訓を踏まえて、変化の方向性を見定めながら現下の危機を克服しつつ、危機に柔軟に対応でき、持
続可能な発展を可能とする強靱な経済社会システムへの進化を実現することが求められている。その実現に向け
て、世界の協調行動やレジリエントなサプライチェーンの構築、人の交流のあり方の進化、世界を持続可能なも
のとするための社会的な投資、そして、世界のデジタル化の加速における新興国との共創を通じた新事業の創出
に注目し、世界と我が国の進むべき方向性を提示する。
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Press Release
Newsroom

Stamford� Conn� May 19� 2021

Gartner Announces Rankings of the 2021 Supply
Chain Top 25
Cisco Systems Retains Top Position� Four New Companies Join Ranking
Gartner� Inc. has released the results from its annual global Supply Chain Top 25
(https://www.gartner.com/en/supply-chain/research/supply-chain-top-25/global-report-2021)� identifying supply
chain leaders and highlighting their best practices.

"In our 17th edition of the Supply Chain Top 25 we saw organizations continuing to deal with the effects of COVID-19
on their businesses. Therefore resiliency (https://www.gartner.com/en/newsroom/2021-02-10-gartner-survey-�inds-
87-of-supply-chain-professionals-plan-to-invest-in-resilience-within-the-next-2-years) and agility capabilities became
essential to survival�" said Mike Griswold (https://www.gartner.com/analyst/36588)� vice president team manager
with the Gartner Supply Chain practice. �Our ranking highlights companies that possess these strategies and other
differentiating capabilities.�

Cisco Systems scored the top spot in the ranking for the second consecutive year� followed by Colgate-Palmolive�
Johnson & Johnson� Schneider Electric and Nestlé (see Table 1). Four new companies joined this year�s list: Dell
Technologies� P�izer� General Mills� and Bristol Myers Squibb.

"Strong revenue growth� strength in environmental� social and governance (ESG) initiatives� and recognition of
leadership in the community opinion polls drove Cisco to the top spot for the second consecutive year�� said Mr.
Griswold. �Cisco�s agility helped them prioritize video conferencing and critical infrastructure capabilities for
hospitals and vaccine research.�

To recognize sustained supply chain excellence� Gartner introduced the �Masters� category in 2015. To be
considered Masters� companies must have attained top-�ive composite scores for at least seven out of the last 10
years. All of last year�s (https://www.gartner.com/en/newsroom/press-releases/2020-05-20-gartner-announces-
rankings-of-the-2020-supply-chain-top-25) Masters - Amazon� Apple� P&G� McDonald�s� and Unilever - quali�ied for
the category this year.

�During times of disruption� these companies continue to lead by example and provide advanced lessons for the
supply chain community�� Mr. Griswold added. �The Supply Chain Top 25 offer a platform for insights� learning�
debate and contributions to the rising in�luence of supply chain practices on the global economy.�

Table 1. The Gartner Supply Chain Top 25 for 2021

RankCompany

Peer
Opinion  
(195
voters) 
(25%)

Gartner
Opinion  
(42 
voters) 
(25%)

Three- 
Year
Weighted
ROPA
(20%)

Inventory
Turns
(5%)

Three- 
Year
Weighted
Revenue
Growth
(10%)

ESG
Component
Score
(15%)

Composite
Score

1
Cisco
Systems

842 489 306.4% 13.6 -0.4% 10.00 6.37

2
Colgate-
Palmolive

1217 557 65.9% 4.2 2.9% 10.00 5.58

3
Johnson &
Johnson

1386 502 73.6% 3.0 1.8% 8.00 5.22

1 1

2

3

4

5 6
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4
Schneider
Electric

993 512 59.4% 4.9 -1.2% 10.00 5.07

5 Nestlé 1372 323 40.6% 4.2 -3.6% 10.00 4.41

6 Intel 687 421 37.0% 3.8 7.2% 10.00 4.40

7 PepsiCo 1003 351 43.0% 7.8 3.9% 10.00 4.37

8 Walmart 1668 311 15.3% 9.4 4.5% 8.00 4.23

9 L�Oréal 1062 234 69.9% 2.7 0.8% 10.00 4.05

10 Alibaba 1343 201 69.2% 20.9 44.4% 1.00 3.90

11 AbbVie 182 74 216.4% 4.4 22.5% 5.00 3.78

12 Nike 1189 249 33.1% 3.4 1.2% 8.00 3.60

13 Inditex 816 261 22.0% 3.8 -10.8% 10.00 3.51

14
Dell
Technologies

614 293 30.4% 18.5 4.6% 8.00 3.47

15 HP Inc. 343 281 45.7% 8.0 0.8% 10.00 3.46

16 Lenovo 465 343 18.8% 10.4 4.5% 8.00 3.40

17 Diageo 511 259 37.2% 0.8 -2.4% 10.00 3.36

18
Coca-Cola
Company

1350 156 68.5% 4.0 -4.2% 6.00 3.34

19
British
American
Tobacco

187 102 96.5% 0.6 6.5% 10.00 3.13

20 BMW 733 195 18.5% 3.7 -0.5% 10.00 3.13

21 P�izer 1006 202 40.5% 1.0 -3.3% 6.00 2.97

22 Starbucks 1022 179 30.2% 12.2 -1.4% 6.00 2.87

23 General Mills 317 95 55.3% 7.2 4.6% 10.00 2.83

24
Bristol Myers
Squibb

91 29 79.8% 3.7 37.8% 6.00 2.80

25 3M 765 175 50.9% 4.0 0.2% 6.00 2.78

Notes: 
1. Gartner Opinion and Peer Opinion: Based on each panel's forced-rank ordering of companies and their possession
of end-to-end supply chain maturity.
2. ROPA:  ((2020 operating income / 2020 net property� plant� equipment + year-end inventory) × 50%) + ((2019
operating income / 2019 net property� plant� equipment + year-end inventory) × 30%) + ((2018 operating income /
2018 net property� plant� equipment + year-end inventory) × 20%)
3. Inventory Turns: 2020 cost of goods sold / 2020 quarterly average inventory.
4. Revenue Growth: ((change in revenue 2020-2019) *50%) + ((change in revenue 2019-2018) *30%) + ((change in
revenue 2018-2017) *20%).
5. ESG Component Score: Index of third-party environmental� social and governance measures of commitment�
transparency and performance.
6. Composite Score: (Peer Opinion*25%) + (Gartner Research Opinion*25%) + (ROPA*20%) + (Inventory Turns*5%) +
(Revenue Growth*10%) + (ESG Component Score*15%).
2020 data used where available. Where unavailable� latest available full-year data used. All raw data normalized to a
10-point scale prior to composite calculation. "Ranks" for tied composite scores are determined using next decimal
point comparison.

Source: Gartner (May 2021)

For 2021� the Top 25 and Masters companies embraced three key trends that highlighted their purpose� enabled
transformation� and accelerated digital capabilities:

Integrated� Purpose-Driven Organizations

In 2020� many of the supply chains in Gartner�s top 25 study ranking helped keep society running during the darkest
days of the pandemic. Now there is an opportunity to solve some of the world�s longer-term social and
environmental challenges.
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（１）物流現場の多様な人材の確保や高度化する物流システムのマネジメント

を行う人材の育成等 

国内における物流現場の多様な人材の確保に資するよう働き方改革等を通

じて環境を整備する。 

トラック運送業については、荷主とトラック事業者が連携・協働した長時間

労働改善の取組の支援などを通じて、働き方改革を推進し、労働条件の改善を

図ることに加え、運行形態の見直しや荷役分離等のドライバーの負担を軽減

するための方策を通じて女性や若者を含めた多様な人材が活躍できる環境整

備を図る。 

内航船員については、安定的な海上輸送確保のため、引き続き若年の優秀な

船員の確保・育成策に取り組み、その主要な供給源である独立行政法人海技教

育機構において、関係教育機関や関係団体等との連携のもと、質が高く、事業

者ニーズにマッチした船員の養成に取り組み、教育内容の高度化を図る。併せ

て、船内居住環境・労働環境の向上を通じた若年船員の雇用促進による年齢構

造の改善や働き方改革による生産性の向上のための取組等を行う。 

また、アジア諸国における我が国企業の海外展開に資するよう現地の人材

の育成等を図る。 

高度化する物流システム・マネジメントを企画・設計・管理する人材の育成

については、欧米企業ではサプライチェーンやロジスティクスのマネジメン

トを担当する役員（CSCO(Chief Supply Chain Officer)や CLO(Chief

Logistics Officer)）が置かれる例もあることを踏まえ、こうした人材の重要

性についての産業界での認識が高まるとともに、大学での物流に関する専門

的な教育の充実が進むよう、関係者間での取組を促進するとともに、事業主に

おける従業員の人材育成の取組を促進し、加えて物流に関する資格制度につ

いて周知等を図る。この際、IoT、BD、AI 等の新技術を活用して効率化等を図

るために不可欠な情報技術分野の人材の育成も促進する。 

【資料1-6】
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（２）物流に対する理解を深めるための啓発活動 

①国民一人一人が、物流の利用者の一員として物流全体について配慮した

上で行動を選択するよう、物流の社会的役割や物流が抱える課題に対する理

解を深める、②物流業界の果たす役割に相応しい評価が行われるよう、物流サ

ービスが提供する付加価値についての認識を高める、③物流が持続的にその

機能を発揮できるよう、協力を得られる環境を作っていく、ことを目指して啓

発活動に取り組む。例えば、民間団体と連携した現場見学の実施、物流の社会

的役割や抱える課題等に対する理解を深めるためのコンテンツの作成や教育

等の機会を通じた理解の増進を促進する。 

こうした取組を通じて、国民が物流に対して親しみを持つことによって、物

流分野を支える人材の裾野を広げる。 

加えて、経済界や荷主に対して、サプライチェーン全体の効率化や物流の生

産性向上の必要性等への理解を求めるため、啓発活動等を行う。 

我が国の経済活動と国民生活を支える社会インフラたる物流がその機能を十分

に発揮していくため、これら６つの視点からの取組の推進を通じて、「強い物流」

の構築を図っていく。 
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たりする力を養う。

⑶ 日本や世界の地域に関わる諸事象について，よりよい社会の実現を視野に

そこで見られる課題を主体的に追究，解決しようとする態度を養うとともに，

多面的・多角的な考察や深い理解を通して涵
かん

養される我が国の国土に対する

愛情，世界の諸地域の多様な生活文化を尊重しようとすることの大切さにつ

いての自覚などを深める。

　２　内　容
　Ａ　世界と日本の地域構成

⑴ 地域構成

次の①と②の地域構成を取り上げ，位置や分布などに着目して，課題を追

究したり解決したりする活動を通して，以下のア及びイの事項を身に付ける

ことができるよう指導する。

① 世界の地域構成 ② 日本の地域構成

ア 次のような知識を身に付けること。

ア 緯度と経度，大陸と海洋の分布，主な国々の名称と位置などを基に，

世界の地域構成を大観し理解すること。

イ 我が国の国土の位置，世界各地との時差，領域の範囲や変化とその特

色などを基に，日本の地域構成を大観し理解すること。

イ 次のような思考力，判断力，表現力等を身に付けること。

ア 世界の地域構成の特色を，大陸と海洋の分布や主な国の位置，緯度や

経度などに着目して多面的・多角的に考察し，表現すること。

イ 日本の地域構成の特色を，周辺の海洋の広がりや国土を構成する島々

の位置などに着目して多面的・多角的に考察し，表現すること。

　Ｂ　世界の様々な地域

⑴ 世界各地の人々の生活と環境

場所や人間と自然環境との相互依存関係などに着目して，課題を追究した

り解決したりする活動を通して，次の事項を身に付けることができるよう指

導する。

ア 次のような知識を身に付けること。

ア 人々の生活は，その生活が営まれる場所の自然及び社会的条件から影

響を受けたり，その場所の自然及び社会的条件に影響を与えたりするこ

とを理解すること。

イ 世界各地における人々の生活やその変容を基に，世界の人々の生活や

環境の多様性を理解すること。その際，世界の主な宗教の分布について

【資料1-7】
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も理解すること。

イ 次のような思考力，判断力，表現力等を身に付けること。

ア 世界各地における人々の生活の特色やその変容の理由を，その生活が

営まれる場所の自然及び社会的条件などに着目して多面的・多角的に考

察し，表現すること。

⑵ 世界の諸地域

次の①から⑥までの各州を取り上げ，空間的相互依存作用や地域などに着

目して，主題を設けて課題を追究したり解決したりする活動を通して，以下

のア及びイの事項を身に付けることができるよう指導する。

① アジア ② ヨーロッパ ③ アフリカ

④ 北アメリカ ⑤ 南アメリカ ⑥ オセアニア

ア 次のような知識を身に付けること。

ア 世界各地で顕在化している地球的課題は，それが見られる地域の地域

的特色の影響を受けて，現れ方が異なることを理解すること。

イ ①から⑥までの世界の各州に暮らす人々の生活を基に，各州の地域的

特色を大観し理解すること。

イ 次のような思考力，判断力，表現力等を身に付けること。

ア ①から⑥までの世界の各州において，地域で見られる地球的課題の要

因や影響を，州という地域の広がりや地域内の結び付きなどに着目して，

それらの地域的特色と関連付けて多面的・多角的に考察し，表現するこ

と。

　Ｃ　日本の様々な地域

⑴ 地域調査の手法

場所などに着目して，課題を追究したり解決したりする活動を通して，次

の事項を身に付けることができるよう指導する。

ア 次のような知識及び技能を身に付けること。

ア 観察や野外調査，文献調査を行う際の視点や方法，地理的なまとめ方

の基礎を理解すること。

イ 地形図や主題図の読図，目的や用途に適した地図の作成などの地理的

技能を身に付けること。

イ 次のような思考力，判断力，表現力等を身に付けること。

ア 地域調査において，対象となる場所の特徴などに着目して，適切な主

題や調査，まとめとなるように，調査の手法やその結果を多面的・多角

的に考察し，表現すること。

⑵ 日本の地域的特色と地域区分
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次の①から④までの項目を取り上げ，分布や地域などに着目して，課題を

追究したり解決したりする活動を通して，以下のア及びイの事項を身に付け

ることができるよう指導する。

① 自然環境 ② 人口 ③ 資源・エネルギーと産業

④ 交通・通信

ア 次のような知識及び技能を身に付けること。

ア 日本の地形や気候の特色，海洋に囲まれた日本の国土の特色，自然災

害と防災への取組などを基に，日本の自然環境に関する特色を理解する

こと。

イ 少子高齢化の課題，国内の人口分布や過疎・過密問題などを基に，日

本の人口に関する特色を理解すること。

ウ 日本の資源・エネルギー利用の現状，国内の産業の動向，環境やエネ

ルギーに関する課題などを基に，日本の資源・エネルギーと産業に関す

る特色を理解すること。

エ 国内や日本と世界との交通・通信網の整備状況，これを活用した陸上，

海上輸送などの物流や人の往来などを基に，国内各地の結び付きや日本

と世界との結び付きの特色を理解すること。

オ ①から④までの項目に基づく地域区分を踏まえ，我が国の国土の特色

を大観し理解すること。

カ 日本や国内地域に関する各種の主題図や資料を基に，地域区分をする

技能を身に付けること。

イ 次のような思考力，判断力，表現力等を身に付けること。

ア ①から④までの項目について，それぞれの地域区分を，地域の共通点

や差異，分布などに着目して，多面的・多角的に考察し，表現すること。

イ 日本の地域的特色を，①から④までの項目に基づく地域区分などに着

目して，それらを関連付けて多面的・多角的に考察し，表現すること。

⑶ 日本の諸地域

次の①から⑤までの考察の仕方を基にして，空間的相互依存作用や地域な

どに着目して，主題を設けて課題を追究したり解決したりする活動を通して，

以下のア及びイの事項を身に付けることができるよう指導する。

① 自然環境を中核とした考察の仕方

② 人口や都市・村落を中核とした考察の仕方

③ 産業を中核とした考察の仕方

④ 交通や通信を中核とした考察の仕方

⑤ その他の事象を中核とした考察の仕方
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

物流分野における高度人材の育成・確保に
関する調査研究（中間報告）

令和2年6月24日

国土交通政策研究所

研究官 渡邉 幹

R2.6.24 国土交通政策研究所 研究発表会

国土交通政策研究所

PRI
国土交通政策研究所政府における物流人材教育の位置づけ

【総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）】 （2017年7月28日閣議決定）

社会状況の変化や新たな課題に対応できる「強い物流」を構築するために、 物流の

生産性向上に向けた６つの視点からの取組みを推進、取組みの視点の一つとして、

「育てる」を位置づけ。

(1)人材の確保・育成
(2)物流への理解を深めるための国民への啓発活動

(1)物流現場の多様な人材の確保や高度化する物流システムのマネジメントを行う人材の育成等

①国内の物流現場の多様な人材の確保に資する働き方改革等の実施

②我が国企業の海外展開に資するよう現地人材の育成

③高度化する物流システム・マネジメントをを設計・管理する人材の育成

(2)物流に対する理解を深めるための啓発活動

国内が、物流の一利用者として適切な選択が可能となるよう、物流の社会的な役割、

物流の抱える課題等について理解を深めるための啓発活動等

PRI
国土交通政策研究所調査研究の目的と本日の報告内容

調査研究の目的

①「高度物流人材」の確保・育成の取り組みのあり方

②物流分野を支える人材の裾野を広げるための

取り組みのあり方
について検討を実施。

本日の報告内容

2019度調査・国内、海外（米国、中国）

文献調査とヒアリング結果から

国内外の企業、大学等での物流教育の状況について報告

PRI
国土交通政策研究所

①「高度物流人材」の確保・育成の取り組み

【資料1-8】
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PRI
国土交通政策研究所物流に求められる役割の変化

物流に求められる役割の変化

～高度物流人材の育成・確保の必要性～

【従来】 単に荷主の要望に応じて物を移動させる

【現在】 企業経営における全体的な視点から

戦略的に物流の効率化、高付加価値化を図ること

背景には

ITの発展を背景としたサプライチェーンの高度化

生産、市場のグローバル化 など

PRI
国土交通政策研究所企業戦略と高度物流人材の必要性

高度物流人材の必要性

企業戦略上の最重要点ーサプライチェーン最適化ー

物流の「効率化」と「高付加価値化」を図るための企画提案が

できる 「高度物流人材」の確保・育成が求められている

具体的な記載ー総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）

「欧米企業ではサプライチェーンやロジスティクスのマネジメントを担当する役員(CSCO-Chief 
Supply Chain Officer）やCLO(Chief Logistics Officer）が置かれる例もあることを踏まえ、こ
うした人材の重要性についての産業界での認識が高まるとともに、大学での物流に関する専
門的な教育の充実が進むよう、関係者間での取組を促進する」

「事業主における従業員の人材育成の取組を促進し、加えて物流に関する資格制度について
周知等を図る。この際、IoT、BD、AI等の新技術を活用して効率化を図るために不可欠な情報
技術分野の人材の育成も促進する」

PRI
国土交通政策研究所国内大学における物流教育の現状

•約180名の研究者が存在

•所属学部・学科は多岐にわたる

•名称に「物流」「流通」「海事」「海洋」を含むものが多い

•これら以外では、文系では経営学、商学系

理工系では理工学部の経営システム工学系が比較的多い

•単発的に開設されているケースが殆ど

•文理横断的な教育や、物流、サプライチェーン分野に特化した

専門的かつ総合的な教育課程を有する大学は、ごく少数

PRI
国土交通政策研究所特徴的なカリキュラムの紹介

東京海洋大学 海洋工学部流通情報工学科

•文理融合型

（理系科目）工学系学科、確率論等の数学関連科目、情報システムやプログラミング等のコン
ピュータサイエンス関連科目、OR（オペレーションズ・リサーチ）、シュミレーション等

（文系科目）物流経済論等の経済学系科目、マーケティング論等の経営学系科目
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PRI
国土交通政策研究所産学連携による物流教育、リカレント教育の事例

産学連携による物流教育の事例

東京大学先端科学技術研究センター
•ヤマトホールディングス（株）、SBSホールディングス（株）、鈴与（株）により

「先端物流科学寄附研究部門」の設置

•2019年7月に高度物流人材育成の為の教育を行う事を目的に設置

一般社団法人日本物流団体連合会（物流連）
•1995年より首都圏の大学を中心に寄附講座を開設

•テーマ毎に企業から業界を代表する講師が講師自らの体験を踏まえた講義を実施

青山学院大学、学習院大学、専修大学
•3大学合同でゼミ生向けに企業人が物流・ロジスティクスに関する講義を実施。

•公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会（JILS）の企画協力

リカレント教育の事例

公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会（JILS）
•資格認定講座、セミナー等を開設

•物流、ロジスティクスの専門知識やマネジメント技術を習得する為の体系的な人材育成を目的

PRI
国土交通政策研究所他分野における人材教育の取組事例

観光分野の取組
•人材育成における「質の不足」「量の不足」

•両面を踏まえて階層別の人材教育を推進

•経営人材ー大学院にMBA設置（一橋大、京都大）

•中核人材ー継続的に参加大学を指定

•実務人材ー各地域にて

PRI
国土交通政策研究所米国の大学・大学院における物流関連教育の概要

物流・サプライチェーン分野の専門コース

（学部・学科）が多く存在

有力校ランキングとして存在が確認できるものだけでも約50の物流・

サプライチェーン分野の専門プログラムが存在

-調査を行った大学・大学院のSCMコースの主な特徴-
SCMの各要素（物流、調達、財務等）を含む横断的・包括的プログラムが展開

数学的・統計的モデル等を含む文理横断的な教育がカリキュラムに組まれる

理論に加えケーススタディ等の実践教育充実

代表的なコース（英語名称）

学部課程：Bachelor of Art in SCM、Bachelor of Science in SCM等

修士課程：Master of Science in SCM、Master of Science in Management 

Science、Master of Business administration with a concentration in SCM等

PRI
国土交通政策研究所米国の学士課程におけるカリキュラム紹介

学士課程のカリキュラム

（専門分野を学ぶ上で必須となる）

数学、コミュニケーション、財務、会計分野の基礎的な入門教育
＋

専門分野のSCM、プロジェクト管理、ビジネス、マーケティング

などの入門的教育

（例）テキサス大学ダラス校

（Naveen Jindal School of Management）

•応用微積分等や社会科学・行動科学の理工学系の科目が必修

•SCM専攻を選択した段階でマーケティングや財務・会計分野を履修するよう設計136



PRI
国土交通政策研究所米国の修士課程におけるカリキュラム紹介

修士課程のカリキュラム

リカレント教育の要素が大きい

理論に加え課題解決対応（実務志向）

SCMの各要素を包含する広範な内容

PRI
国土交通政策研究所米国の修士課程におけるカリキュラム紹介

（例）テキサス大学ダラス校 （Naveen Jindal School of Management）

（SCMの各要素と目的とする理解内容）

分析関係：大規模データの管理と分析、および組織戦略の開発分析

オペレーション分析、表計算ソフトを使用したモデリングと分析、規範的分析等

小売関係：小売業務の管理、需要と価格設定と顧客関係

小売業のオペレーション、取引形成戦略、需要と収益管理等

リスク関連：不確実性の理解、高リスク環境での意思決定、

プロジェクトの予算・日程計画

リスクと意思決定分析、エンジニアリングおよび運用におけるプロジェクト管理、

エネルギー管理（リスク、投資、技術）等

戦略関連：ビジネス戦略、製品開発と品質
柔軟な製造戦略、リーン・シックスシグマ、サプライチェーン戦略、製品ライフサイクル管理等

PRI
国土交通政策研究所米国における大学と企業との連携

産業界で必要とされる物流人材の育成を目的に、産業界が

大学のカリキュラム開発、講座運営の支援に積極的に関与

コンソーシアム、アドバイザリーボード等への参加

インターンシップの受け入れ

社会人メンターの派遣

学生の実学的教育推進 企業側の人材獲得

（有望な人材の見極め）

企業側大学側 WIN-WINの関係
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１．次期総合物流施策大綱策定の意義 

（１）物流が果たす社会インフラとしての役割

 我が国の国民生活と生産活動は、膨大な量の物資が、必要な場所に必要とされるタイミングで

輸送されることで維持されている。 

こうした物流の機能は、一般消費者から見えにくい活動であるが、機械製品から生鮮食料品、廃

棄物などに至るまで、様々な物資が道路、海上、航空、鉄道を通じて輸送され、また、各地の物流

施設等での保管や流通加工のプロセスを経て、日々届けられている。 

物流は、我が国における豊かな国民生活や産業競争力、地方創生を支える重要な社会インフラ

であり、人口の減少や国際経済の不確実性の増大、新型コロナウイルス感染症の流行など社会環

境の大きな変化の中にあっても、我が国経済の持続的な成長と安定的な国民生活を維持するため、

決して途切れさせてはならず、その機能を十分に発揮させていく必要がある。 

（２）我が国が直面する課題

① 人口減少の本格化や労働力不足への対応

 我が国の総人口は 2008 年をピークに減少局面に入っており、2050 年には約 1 億人にまで減少

する見通しである。人口減少を年齢階層別に見ると、2015 年から 2050 年にかけて、生産年齢人口

は約 2,400 万人、若年人口は約 520 万人減少し、その結果、高齢化率は約 27％から約 38％へ上昇

すると見込まれている。 

生産年齢人口の減少は労働力不足に拍車をかける可能性があり、今後は、高齢者をはじめ、より

多様な働き手の確保が求められる。また、過疎地域をはじめとした多くの地域で買い物や医療な

ど生活に必要なサービスの維持が困難になるおそれもある。 

こうした中、地域経済を活性化させ、地方創生を推進していくためには、地域の農林水産物の輸

出拡大など地域と海外を直接結び付ける施策なども必要となっている。 

② 災害の激甚化・頻発化と国民の安全・安心の確保

 我が国は地震多発国であり、南海トラフ巨大地震の発生確率が、今後 30 年以内で 70～80％とさ

れるなど、遠くない将来における巨大地震の発生確率は非常に高い。また、地球温暖化の進行に伴

い、風水害や土砂災害が激甚化・頻発化している。 

 我が国は平地が少なく、ひとたび巨大地震や大水害等が発生すれば、甚大な被害が拡大しやす

い傾向にある。このため、国民の生命と財産を守るため、防災・減災への徹底的な対応が必要であ

る。 

また、国民の安全・安心の確保のためには、さまざまな輸送機関における重大事故の防止を図る

ことが重要である。さらに、高度経済成長期に集中的に整備された道路、港湾等のインフラについ

て、2033 年における建設後 50 年以上経過する施設数の割合は、2018 年時点比で約２～６倍増と

見込まれるなど、老朽化するインフラの維持管理や更新も喫緊の課題である。 

【資料1-9】
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③ Society5.0 の実現によるデジタル化・イノベーションの強化

 世界の新興国の成長は目覚ましく、2050 年には中国やインドをはじめとしたアジア諸国が世界

全体の GDP の過半を占めると予測されている。他方、我が国の GDP は、2050 年には世界全体の約

３％に過ぎなくなる見込みであり、相対的に日本のシェアは低下することが予測されている。 

このような状況下で、我が国としては、世界に先駆けて提唱した Society5.0 を実現し、デジタ

ル化とイノベーションを強化することが不可欠である。

現状では、我が国のデジタル化の遅れは顕著であり、社会全体のデジタル・トランスフォーメー

ション（DX）の推進が急務となっている。近年、AI や IoT 等によるイノベーションが飛躍的に進

展しているが、人口減少・少子高齢化が急激に進む我が国のおかれた状況を踏まえると、こうした

様々な新技術を速やかに社会実装に結びつけることで、今後の持続的な成長と国際競争力を維持

していくことが必要である。 

その際、ダイバーシティの観点から、女性、高齢者、若者、障がい者、在留外国人等の多様な人

が活躍し、交流することにより、多角的なイノベーションが促進される社会を目指すことにも留

意が必要である。 

④ 地球環境の持続可能性の確保や SDGｓへの対応

 全世界の気候の温暖化は疑う余地がなく、このまま地球温暖化が進めば、農林水産業や自然生

態系、水環境・水資源に深刻な影響を及ぼし、さらに自然災害の激甚化・頻発化のおそれがある。 

 2015 年に策定されたパリ協定では、世界共通の長期目標として、産業革命前からの気温上昇を

２℃未満に抑制することなどが定められた。我が国においても、2030 年度に温室効果ガス排出量

を 2013 年度比で 26％削減する中期目標を掲げており、さらに令和２年第 203 回国会（臨時会）の

総理大臣所信表明演説において、「2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」

ことが表明されるなど、カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現に向け、さらなる取組の強化

が求められている。 

 また、2015 年に国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGｓ）」では、地球上の「誰

一人も取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会を目指すこととされており、あらゆ

る行政分野において、SDGｓに規定された 17 目標・169 ターゲットを視野に入れて、政策を立案・

実施していくことが必要となっている。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症への対応

 新型コロナウイルス感染症は世界で猛威を振るっており、感染者数は６千万人、死者数は 150 万

人を上回っているほか、我が国でも感染者数が 15 万人を上回るなど、その脅威が継続している。 

 これにより、世界経済は世界恐慌以来の後退に見舞われ、今後の回復見通しは不透明であり、グ

ローバルサプライチェーンも世界各地で寸断し、物資の供給等様々なリスクが顕在化した。

我が国においても幅広い産業に影響が広がり、2020 年４－６月期の実質 GDP 成長率は、前期比

で年率 28.1％減となる一方、７－９月期は年率 22.9％増となるなど経済は大きく変動している。 

 このような中、我が国経済の持続的な成長と感染防止の徹底を両立させるため、「三つの密」の

回避をはじめとする「新しい生活様式」の定着が求められるとともに、脆弱性を露呈したサプライ
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チェーンの再構築や、他の先進国と比べて大きな遅れが指摘された DX の加速を図ることが極めて

重要な課題として認識されている。 

（３）次期総合物流施策大綱策定の意義

物流が果たす社会インフラとしての役割は（１）で述べた通りであるが、（２）で述べたような

課題に対応するにあたり、物流の果たすべき役割の重要性は従来にも増して高まっている。 

こうした流れは新型コロナウイルス感染症の流行によりさらに顕著となっている。同感染症の

流行に伴う外出や移動の自粛により、交通分野における旅客輸送需要が大幅に減少する中、従来

からの電子商取引（EC）市場の急成長に拍車をかける形でいわゆる巣ごもり消費等による通販需

要が拡大したことに伴い、宅配便の取扱量が増加し、ヒトに比べてモノの動きは相対的に活発で

ある。 

こうした旺盛な需要を支える物流は、現場で従事する人が感染リスクに晒されながらも絶える

ことなく継続し、人々の生活や医療活動、産業等を支えるエッセンシャルサービスとして、社会に

多大な貢献を果たしている。感染症の蔓延を契機に、物流の存在感や社会インフラとしての重要

性が飛躍的に高まったといえる。 

今後、ポストコロナにおいても、新しい生活様式の定着により、こうした傾向は継続することが

想定されるとともに、我が国のみならず、世界的にも同様の傾向が広がることが予想される。 

今般の新型コロナウイルス感染症の流行による劇的な社会環境の変化は、これまで進捗しなか

った物流のデジタル化や、物流業界における構造改革を加速度的に促進させる誘因となる可能性

があり、これらを一気呵成に進めるまたとない好機と捉えるべきである。加えて、こうした機を逸

せずに、エッセンシャルという位置づけが再認識されている物流の社会的価値を広く一般に浸透

させることが必要である。 

 また、国際目標である SDGｓや、カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現に向けた動きの加速

化、災害の激甚化・頻発化が進む現状等も踏まえ、物流の観点からも、地球環境の持続可能性を高

める取組や国民の安全・安心を確保するための取組について、様々な主体を巻き込みながら推進

していく必要がある。 

 以上のような状況を踏まえると、新しい大綱を定め中長期的な視点に立って物流に関する新た

な方向性を示すことは誠に時宜を得たものである。新しい大綱のもと、産官学が連携し、それぞれ

が社会の環境変化に適応した取組の加速を意識しながら、国民生活と将来の我が国の発展を支え

るために不可欠な物流、我が国産業の成長をリードする物流を作り上げていく必要がある。 
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化である。
政府主導のサプライチェーンのデジタル化戦略の皮
切りともいえるのが、2011 年にドイツが提唱した
Industry 4.0 である。Industry 4.0 においては、スマー
ト工場を中心としたエコシステムの構築が推進されて
いる。そのようなシステムの中では、人間、機械、そ
の他の企業資源を可視化し、互いに通信し、各製品が
いつ製造され、どこに納品されるべきかといった情報
を可視化・共有することを通じて、生産のためのエネ
ルギーや資源の効率性の向上、製品の市場導入時間の
短縮、製造工程のフレキシビリティを実現することが
目指されている。Industry 4.0 においては、サプライ
チェーンに応用しうる新技術として、クラウドやブ
ロックチェーンといった技術を活用したデジタル化に
加え、ロボットを用いた工場の自動化（ファクトリー
オートメーション）、3Dプリンターといった技術の利
活用が推奨されている。
これらの技術は、これまでの国際分業のあり方を大
きく変え得るものであり、それぞれ異なる効果をもた
らすと指摘されている（第Ⅱ-1-4-1 表）。
特に、サプライチェーンへのデジタル技術の活用は、
距離や組織を超えた取引コストの低減を通じて、自社
以外のリソースも含めた資源の利活用・企業間連携を
加速させると指摘されている。その結果として、例え
ばこれまで自社内で行われていた製品設計、製造、販
売、といった各セクションが制約なしに分離する（ア

ンバンドリング）ことが可能となり、自社企業外への
財・サービス生産の委託・外注（アウトソーシング）、
さらには物理的に国境を越えた財・サービス生産の委
託・外注（オフショアリング）を促進する効果がある
とされ、生産工程が柔軟に分散化できるようになり、
サプライチェーンの強靭化に貢献する効果があると指
摘されている 60（第Ⅱ-1-4-2 表）。

通商白書  2021 107

第４節デジタル技術の活用によるサプライチェーンの強靱化

第
Ⅱ
部

第
１
章

第Ⅱ-1-4-1 表　製造工程及びサプライチェーンへの先端技術の活用とその影響

先端技術 想定される要素技術 サプライチェーンへの影響

サプライチェーンの
デジタル化

IoT、クラウド技術、AR/
VR、ブロックチェーン、フィ
ンテック、eコマース等の
活用、ビックデータ解析

・ 外部パートナーとのガバナンス・取引コストの低減により、モジュール化が促進。
・ 分散したサプライチェーンの協調・操作にかかるコストが低減し、リスクも減る。
・ 顧客データを活用して生産をカスタマイズすることで、バリューチェーンのエンドユー
ザーに近い側の比重を重くする。

ロボット技術、AI の
活用 先進的産業ロボット

・ 産業用ロボットや AI 駆動型ロボットが安価で提供されるようになることによって、人
件費が重要なファクターではなくなる。

・ ロボットのコストが高いため、規模の経済、経済の集中度が高まる。
・ 特許技術の利用可能性が重要になるため、内製化を助長する。

3Dプリンター等の
先端製造技術 3Dプリンティング

・ E2E の生産プロセスが可能になることにより、モジュール化が抑制される。
・ 様々な立地で生産工程の複製が可能になることによって、市場に近接した生産の実現、
カスタマイゼーションが可能となる。

・ 生産プロセスではなくデザインにおける特許の価値が上がる。
資料： UNCTAD World Investment Report（2020）より作成。

第Ⅱ-1-4-2 表　 
デジタル化がもたらす国際分業の構造変化

変化のトレンド デジタル化の
もたらす効果 委細

バンドリング /ア
ンバンドリング

アンバンドリ
ングを促進

・ サプライチェーンの「サー
ビス化」を促進
・ 断片化・分散化したサプラ
イチェーンを制御するため
の新たな手法を提供

オフショアリング
/リショアリング

オフショアリ
ングを促進

・ 迅速でより効率的、安全な
遠隔コミュニケーション、
コーディネーション、コン
トロールが可能となる（ブ
ロックチェーン等の活用を
通じて）

アウトソーシング
/インソーシング

アウトソーシ
ングを促進

・ サードパーティー（第三者
企業）や資本関係を伴わな
い（契約に基づき取引を行
う）企業間連携の形で多く
アウトソースされるように
なる。
・ 生産におけるサードパー
ティーの重要性が向上する

資料： UNCTAD World Investment Report（2020）。

60 アウトソーシング /インソーシング、オフショアリング /オンショアリングの定義については、文脈によって異なるが、例えば「アウトソー
シングの国際経済学」（冨浦、2014）等も参照されたい。

【資料1-10】
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2．サプライチェーンマネジメントのデジタル化

本項では、特にサプライチェーンの分散化・レジリ
エンス強化へ与える効果が大きいとされるサプライ
チェーンマネジメントのデジタル化について、概要を
整理する。

（1）サプライチェーンマネジメントのデジタル化
の概要

まず、サプライチェーンマネジメントのデジタル化
の具体像を見ていく。
サプライチェーンのデジタル化はその進展段階に
よって①製造工程のリアルタイムでの把握②他社も含
めたデータ連携によるサプライチェーン横断的な生産
工程の可視化③サプライチェーンリスクの予測分析と
計画への反映、の三段階に分けることができる（第
Ⅱ-1-4-3 図）。
ステージ 1 では、各製造工程の ERP、MES61等を

通じた情報のデジタル化を基礎として、クラウド技術
等を活用して、発注・在庫状況などを自社内でリアル
タイムに可視化する。ステージ 2においては、IoT 等
の無線通信技術を活用して取得・収集したデータをブ
ロックチェーン等を通じて組織を超えて共有し、ビッ
グデータとして活用することにより、サプライチェー
ン全体を通じたリアルタイムでの状況把握、サプライ
チェーンの最適化を実現できる。さらに、ステージ 3
においては、AI 等の技術を用いたデジタルツインな
どの構築を通して、様々なリスクを想定したサプライ
チェーンの予測分析、それを踏まえた在庫・物流計画

の検討が可能となる。

（2）業種ごとに異なるサプライチェーン把握の目
的

サプライチェーンの把握の目的は、その業種の製品
やサプライチェーンの特性によって異なる。例えば、
自動車などの輸送機械の業界における生産方式は、イ
ンテグラル型（摺り合わせ型）と呼ばれ、製品の部品
の機能が複数の部品にまたがって複雑に構成されてい
るため、従前からサプライチェーン全体で部品・製品
の流通やその品質を管理する必要性が高かった。その
ため、自動車業界ではサプライチェーンマネジメント
も先進的に導入されてきた。実際に、実需の情報に応
じた柔軟な生産を目的とした「ジャスト・イン・タイ
ム」の生産方式が、トヨタを始めとする自動車業界に
おいて取り入れられていることからも、そのニーズの
高さがうかがえる。他方、電子機器については対照的
に、モジュール型 62と呼ばれる生産方式となっており、
製品の機能が部品ごとに構成され、ある程度規格化が
進展している。そのため、業界の特性として、サプラ
イチェーン上でのリスクが生じた際に比較的柔軟に調
達先を変更することが可能である。また、食品や素材
（ダイヤモンドなどの宝石類など）は、消費者に対す
る原産地証明の信頼性やトレーサビリティ、鮮度に関
する情報把握のニーズが高い一方、医薬品は偽薬の混
入、盗難の防止、法的規制への対処の必要性から、サ
プライチェーンの把握のニーズが高いと考えられる。
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第１章 レジリエントなサプライチェーンの構築に向けて

資料： 経済産業省令和 2年度委託調査「内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業
　　　（企業の調達先多様化・立地選択とサプライチェーン可視化に関する調査）報告書」より経済産業省作成。

第Ⅱ-1-4-3 図　Industry 4.0 におけるサプライチェーンのデジタル化の概要
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61 ERP（Enterprise Resource Planning）：総務や会計、人事、生産、販売など企業の基幹情報を連携・集約した統合基幹業務システム。
MES（Manufacturing Execution System）：製造工程の把握や管理、作業者への指示や支援などを行う製造実行システム。

62 製造業の「モジュール化」とは、「それぞれ独立に設計可能で、かつ、全体として統一的に機能するより小さなサブシステムによって複雑
な製品や業務プロセスを構築すること」（青木昌彦　他「モジュール化」（2002 年）と定義される。
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掘・共有や、テストベッドや研究プロジェクトの協力、アーキテクチャ等の相互運用性の確保、標準化に関する協
力等の取組が進められている。また、2017年2月にはインド全国ソフトウェアサービス企業協会（NASSCOM）
と、2017年3月に欧州のIoTイノベーション・アライアンス（AIOTI）とそれぞれMoUを締結した。
図表3-1-1-4 IoT推進コンソーシアムと国際連携

連携先団体 組織概要 MOU締結の狙い

インダストリアル・インターネッ
ト・コンソーシアム（IIC）

AT&T、CISCO、GE、IBM、Intel米国5社を創設メンバーに、
2014年3月に設立。産業市場におけるIoT関連の産業実装を推
進していくことを目指している

実証環境の共有や、共通のアーキテクチャ理解に基づいた実証
の実施により、効率的かつ効果的なグローバルIoTソリューショ
ンの創出が可能となる。

オープンフォグ・コンソーシアム
ARM、Cisco、Dell、Intel、Microsoft、プリンストン大学が
中心となり、2015年11月19日に設立。オープンアーキテク
チャ及び分散（処理）コンピューティングの開発（Fogコン
ピューティング技術）の加速を目指す。

特にリアルタイム性や大量のデータ処理等が求められる分野の
IoTソリューションを見据え、分散コンピューティングを意識
した実証や標準化等につき、連携を促進する。

インド全国ソフトウェアサービス
企業協会（NASSCOM）

1988年に設立された、インドのITビジネス関係の業界団体。
会員企業はIT、ソフトウェア、webサービスト、電子商取引等
のインド企業、多国籍企業約2,000社（2017年2月現在）

グッドプラクティス等の情報交換や両団体会員企業の相互訪問、
両団体が連携可能な分野等の検討等の取組を実施する。

IoTイノベーション・アライアン
ス（AIOTI）

欧州の産業界が加盟するIoT推進団体として2015年3月に設
立。会員企業はIndustrie 4.0の参画メンバーや通信キャリア、
チップベンダー等、約160社（2017年3月現在）。

優良事例や政策提案等の情報交換、IoTに関する標準化や社会
的課題の解決に向けた協力等の取組を実施する。

2  第4次産業革命がもたらす潮流
前項で概観したように世界各国が「第4次産業革命」の到来に注目している。本項では同革命がもたらす潮流の

特徴について整理し、なぜ「今」第4次産業革命なのかについて迫る。

1  「つながる経済」の進展
インターネットの普及により、様々なものがつながる社会は、従来「ユビキタス」などと表現され、進化してき

た。一方で、近年のIoTに係る取組等にみられるように、生産設備や流通などあらゆる産業やサプライチェーンの
中で、デジタル化やネットワーク化により、生産設備や流通（供給）サイドと消費（需要）サイドをICTでつな
ぐことで、効率的な生産体制を構築しようとしている。このように、今「つながる経済」、「つながる産業」とし
て、より具体的な潮流へと発展している。

ア　技術革新の進展
ネットワーク化によってつながるのは人やモノに留まらず、今まで分散していたキー技術がつながり、今後お互

いに影響を及ぼし合うことが予想される。具体的には、ロボティックス（ロボット）、ナノテクノロジー、3Dプ
リンター、遺伝子工学、バイオ技術、ブロックチェーン技術等など、ネットワークを介すことで相互作用する技術
的な進化が、新たな産業革命を具現化する。このような点からも、第4次産業革命は、ICT産業に閉じた潮流では
なく様々な産業に及ぶものである。例えば、自動運転技術の革新は、自動運転車の普及と交通事故の減少をもたら
し、自動車産業の構造変革のみならず、自動車保険の概念そのものを変革する可能性を秘めている。また、ドロー
ン（無人航空機）の空撮による3次元計測データは、農林水産業や建設業、鉱業の生産性に飛躍的な向上をもたら
す可能性を秘める。さらに3Dプリンターの普及は、製造業における生産管理にとどまらず、設計思想や物流政策
のあり方自体に再考を迫るものである。

イ　新たなビジネスモデルの創出
「つながる経済」では、つながる前（分断されていた時）には実現できなかったビジネスモデルが成立する。例
えば、いつ、どこで誰が商品を使ったかを把握して細かく管理・課金する形態や、売り切り型ではなく多様な貸
与・利用許可型ビジネス（いわゆる「モノ」から「コト」へ）の潮流を生んでいる。1章でみたように、Airbnb
やUberなどに代表されるシェアリングエコノミー（共有型経済）も、こうした新たなビジネスモデルの発想が、
個人が所有するさまざまなモノやサービスの交換や共有などマッチング（つながること）を可能とした、新たな産
業革命の一端といえる。加えて、ソーシャルメディア、クラウドファンディング等、情報やお金の流通に係る新し
いモデルの普及と進展によって、従来にない価値創造が可能となりつつある。
一方で、従来つながっていなかったが、つながることで、これまで単独で存在していた商品や市場が代替される

ことも予想される。このような潮流は分野や業態の垣根を超えた異業種間の競争が進展することを示唆するもので
ある。
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2  オープンイノベーションの進展
第4次産業革命を社会経済において顕在化させるには、新規需要の拡大等につながるイノベーションを促進し、

イノベーションによって新たな財やサービスを創出し続けることが重要と指摘されている。平成28年（2016年）
版情報通信白書でもみたとおり、人口減少等の構造的課題を抱える我が国において、今後の成長力を引き上げるた
めには、社会経済に変化をもたらすイノベーションが活発に生み出され、イノベーション主導経済を実現していく
ことが肝要である。特に、前項で言及したように、ネットワークや新たな技術を介して、産業・分野横断的に需要
者と供給者のビジネスのマッチングを実現するには、企業の枠を超えた新規事業開発や、高度な専門スキルを有す
る社外の人材の起用など、いわゆる「オープンイノベーション」の推進が期待される。

ア ベンチャー企業
イノベーションの中核的な担い手の一つとして

期待されるのが、機動的な意思決定のもと迅速・
大胆な挑戦が可能なベンチャー企業の存在である。
IoT（Internet of Things）やビッグデータ、人
工知能（AI）、ロボット等の分野における技術的
ブレークスルーが急速に進み、新たなビジネスや
社会変革につながる第4次産業革命時代において、
ベンチャーに対する期待感はかつてないほどに高
まっている。日本経済団体連合会（経団連）は、
ベンチャーに関する報告書「新たな基幹産業の育
成に資するベンチャー企業の創出・育成に向けて」
（2015年12月）において、「現在、産業界では自
前主義を脱却した、本格的なオープンイノベーショ
ンの取組が進みつつある」とした上で、産業界が
今後、ベンチャー企業との「産産連携」等を一層
深めていく方針が表明されている。
一方、我が国の課題として、企業内部だけでな

く産業全体の静的特性が顕著である。起業人材の比率を表す起業活動指数TEA（2014年）は米国13.8%、中国
15.5%、英国10.6％に対して日本は3.8%と低いのが現状である。すなわち、他国と比べると、起業人材やベン
チャー企業が育っていない（図表3-1-2-1）。
第4次産業革命において、ものづくりやシステム、サービス等が融合したビジネスが今後拡大することが予想さ

れる中で、いわゆる大企業中心・生産機能中心の日本型産業構造は、成長性のある事業や産業創出の機会を逸して
しまう可能性もある。また、第2章でみたように、今後は、企業が多様なデータや知・ノウハウ等を活用して、付
加価値の高い事業領域で継続的な差別化の仕組みを如何にして実現するかが産業変革の重要な論点となる。そのた
めには、我が国においてもシリコンバレーをはじめ諸外国でみられるベンチャーモデルなども参考としたビジネス
モデル変革が期待され、また大企業や創業年数の長い企業、また中小規模企業においても、再度「ベンチャー的」
経営のマインドを取り戻し、成長意欲を醸成することが肝要である。こうした企業意識については、本章の第2節
において詳細にみていくこととする。

イ 研究開発
第4次産業革命の顕在化に資するイノベーションを加速させるためには研究開発（R&D）への投資と推進が肝

要となる。「IoT国際競争力指標」によれば、研究開発の状況を計測する指標としてエンジニア数に着目すると、
我が国では、ICT・IoTの両市場で米国企業に次いで高く増加傾向にある（図表3-1-2-2）。

図表3-1-2-1 諸外国の起業人材比率と所得水準
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注： TEAは、企業の準備を始めている人、創業後42ヶ月未満の企業を経営している人
の18-64歳人口100人当たりの割合
（出典）総務省「第4次産業革命における産業構造分析とIoT・AI等の進展に係る

現状及び課題に関する調査研究」（平成29年）
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はじめに

1 新型コロナウイルス感染症の収束後の社会に向けて

2019年12月、中華人民共和国湖北省武漢市において「原因不明のウイルス性肺炎」として確認された新型コ
ロナウイルス感染症（COVID-19）は、今年（2020年）2月末の時点で全世界の患者数は85,000人を超え、世
界保健機関（WHO）は、3月11日に「新型コロナウイルス感染症の拡大がパンデミックと形容される」と評価
するなど、グローバル化が進む人流・物流とも相まって、3か月あまりで全世界へと感染が拡大していった。我が
国においても、国内の感染者数が3月末の時点で2,100名を超え、4月7日には政府から緊急事態宣言が発出され
るに至った。
この事態に対応するため、感染症に関する情報が、国、地方公共団体、報道機関等から通信や放送を通じて積極

的に発信されているほか、いわゆる三密（密閉、密集、密接）を回避し、感染リスクを下げる目的から、不要不急
の外出やイベント開催の自粛が呼びかけられたことを受け、テレワークの導入やオンライン教育の実施、さらには
オンライン診療に係る規制の緩和などが行われていった。感染症の拡大を契機として、人の生命保護を前提に社
会・経済活動の維持を図り、未曾有の困難を乗り越えていく観点から、これまでオンライン化があまり進まなかっ
た領域においても、デジタル化の波が押し寄せつつある。情報通信技術（ICT）は、国民生活や経済活動の維持に
必要不可欠な“Essential Tech”として、これまで以上にその重要性が増してきている。
緊急事態宣言は5月25日をもって全都道府県において解除され、今後は感染症の収束状況を見つつ、各種の制

限が順次緩和されていくこととなるが、収束後の我が国の社会・経済は、ウイルスの蔓延前とはフェーズを異にす
る新たな社会・経済へと不可逆的な進化を遂げるであろう。長年にわたる慣行が崩され、デジタル化・リモート化
を前提とした活動が定着することで、個人、産業、社会といったあらゆるレベルにおいて変革が生まれ、新たな価
値の創造へとつながっていくであろう。
これまでもデジタル基盤の整備やデジタル技術の活用によるデジタル・トランスフォーメーションを通じて、産

業の効率化や高付加価値化が進められ、その過程において、サイバー空間とリアル空間の融合が進んでいった。感
染症の収束後は、両空間が完全に同期する社会へと向かうとの指摘がある。今後、人々の活動の場は、リアル空間
からサイバー空間へと移行していくであろう。そのような移行を妨げる規制・慣行を見直し、リアルとサイバーの
垣根を最大限取り除くことが、収束後の社会・経済に向けた重要な取組となる。第5世代移動通信システム（5G）
をはじめとするデジタル基盤やIoT、ビッグデータ、AIといったデジタル技術の活用は、今まで以上に重要となっ
ていくであろう。

図表1 Before CoronaとWith Corona
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2

＜0＞ 調査の概要

デジタル・トランスフォーメーション推進人材の機能と役割のあり方に関する調査

D I G I T A L   T R A N S F O R M A T I O N

3

◆ 近年、AI（人工知能）やIoT（Internet of Things）などをはじめとする先端技術（デジタル技術）の利活用が急速に進展し、ビ
ジネスの高度化が進む中で、市場における企業間の競争がますます激化している。

◆ 特に、デジタル技術を駆使する新興企業が急速に成長し、従来の産業構造を根底からくつがえす破壊的なイノベーションが起こる
ことは「デジタル・ディスラプション」などと呼ばれ、こうした急激な変化に対する危機感があらゆる産業で強まりつつある。

◆ 今後、迫りくるデジタル・ディスラプションによって淘汰されず、市場における勝ち残りを実現するためには、デジタル技術を効
果的に活用し、他社に先駆けて企業変革を実現することがきわめて重要である。このように、デジタル技術の活用によって企業の
ビジネスモデルを変革し、新たなデジタル時代にも十分に勝ち残れるように自社の競争力を高めていくことは「デジタル・トラン
スフォーメーション（DX）」と呼ばれ、これらの取り組みに対する注目が近年急速に高まりつつある。

◆ 上のような状況を踏まえて、本調査では、我が国の企業におけるDXの取り組み状況等とともに、DXの推進にあたって企業が感じ
ている課題等の把握を目指して、以下のとおり、文献調査のほか、アンケート調査及びヒアリング調査を実施した。また、これら
の結果を踏まえて、我が国におけるDXの実態、及び、今後、我が国の企業においてDXを推進するためのポイント等を整理し、そ
の結果をとりまとめた。

調査の背景と目的

調査の概要①

文献調査
DX推進
モデルの
仮説検討 ヒアリング調査

（DXに取り組む国内企業 10社）

アンケート調査
（東証一部上場企業 1,000社） DX推進

モデルの
修正

報告書の
作成

事例調査

【資料1-12】

147

Yasuhiro Fukabori





第1章 事業概要 

1. 背景と目的

(1) 背景

経済産業省が平成 28年 6月に公表した「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査1」

によれば、IT需要が今後拡大する一方で、我が国の労働人口（特に若年人口）は減少が

見込まれ、IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）2は、需要が供給を上回り、2030

年には、最大で約 79万人に拡大する可能性があると試算されている。 

IT人材は、我が国の IT産業の産業競争力強化のほか、企業等における高度な IT利活

用、デジタルビジネスの進展等を担っている。特に AI（Artificial Intellegence：人工知能）

やビッグデータを使いこなし、第４次産業革命に対応した新しいビジネスの担い手とし

て、付加価値の創出や革新的な効率化等により生産性向上等に寄与できる IT人材の確保

が重要となっている。

こうした状況を踏まえ、「未来投資戦略 20173（平成 29年 6月 9日閣議決定）」におい

て、第４次産業革命下で求められる人材の必要性・喫緊性を明確化するため、経済産業

省、厚生労働省、文部科学省等が連携して IT人材需給を把握する仕組みを早期に構築す

ることとされた。

(2) 目的

上記を踏まえ、本調査分析では、第４次産業革命に対応した IT人材の需給状況を把握

する手法について検討を行うとともに、各種条件のもとでの試算を行い、その試算結果

を取りまとめた。

1 経済産業省「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査結果を取りまとめました」 

http://www.meti.go.jp/press/2016/06/20160610002/20160610002.html 
2 本報告書では、需要と供給の差を需給ギャップと略する場合がある。需給ギャップは、需要が供給を上回る（人

材不足）場合と供給が需要を上回る（人材余剰）の場合がある。
3 未来投資戦略 2017―Society 5.0 の実現に向けた改革― 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/miraitousi2017_t.pdf 
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4位 サプライチェーンの弱点を悪用した攻撃

～自組織の対策だけでは不十分？広がるサプライチェーンを悪用した攻撃被害～

原材料や部品の調達、製造、在庫管理、物流、販売までの一連の商流、およびこの商流に関わる複数の組

織群をサプライチェーンと呼ぶ。このサプライチェーンの関係性を悪用し、セキュリティ対策の強固な企業を直

接攻撃するのではなく、その企業が構成するサプライチェーンのセキュリティが脆弱な取引先等を標的とする

手口がある。取引先が攻撃されると取引先が保有する企業の機密情報が漏えいしたり、取引先を足掛かりとさ

れ、本来の標的である企業が攻撃を受けたりする被害が発生する。

＜攻撃者＞

⚫ 組織的犯行グループ

⚫ 犯罪者

＜被害者＞ 

⚫ 組織（自組織、自組織の商流に関わる組織）

＜脅威と影響＞

組織には、必ず何らかの形でサプライチェーンと

の関係性が存在する。例えば、取引先であったり、

委託先であったり、導入しているソフトウェアであっ

たりと多岐にわたる。直接攻撃することが困難な組

織に対しそのサプライチェーンの脆弱な部分を攻

撃することで、間接的または段階的に標的の組織

を狙ってくる。外部に対しては強固なセキュリティ対

策を行っている組織でも取引先等のサプライチェー

ンを足掛かりとされることで、攻撃者の侵入を許し

てしまうおそれがある。

攻撃を受けた場合、機密情報の漏えいや信用

の失墜等、様々な被害が発生する。また、取引先

の組織においても、自組織が被害を受けるだけで

なく、取引相手にも損害を与えてしまうことで、取引

相手を失ったり、場合によっては、損害賠償を求め

られたりするおそれがある。

＜攻撃手口＞

◆ 取引先や委託先が保有する機密情報を狙う

標的となる組織よりもセキュリティが脆弱な委託

先等を攻撃し、その組織が委託業務において保有

していた標的組織の機密情報等を窃取する。 

◆ ソフトウェア開発元等を攻撃し、標的を攻撃す

るための足掛かりとする

ソフトウェアの開発元等を攻撃し、ソフトウェアの

アップデートにウイルスを仕込む。その後、開発元

から公開されたアップデートを適用した利用者がウ

イルスに感染し、そのウイルスを介して標的組織に

侵入する。
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＜事例または傾向＞

◆ 中国拠点を足掛かりに国内拠点へ侵入

2020 年 2 月、三菱電機は、2019 年に発生した
情報流出に関する調査結果の第 3 報を公開した。
その資料によると、攻撃者は同社の中国拠点のサ

ーバーにゼロデイ攻撃を仕掛けウイルスに感染さ

せることで、拠点内の他の端末へと侵入範囲を拡

大していった。その後、中国拠点を足掛かりに国内

拠点に侵入し、中国拠点と同様に感染を拡大させ

ていった。最終的に感染の疑いのある端末は国内

外含め 132台であった。 

一連の攻撃は、既存の防御をすり抜ける高度か

つ巧妙な手法が用いられており、三菱電機はこの

ような高度な標的型攻撃にも対処していけるように、

これまで以上に多層防御態勢を整備していくとして

いる。1 

◆ ソフトウェアの正規のアップデートにバックドア

2020 年 12 月、SolarWinds は同社のソフトウェ
ア「Orion Platform」にバックドアが含まれていたこ
とを公表した。攻撃者によって「Orion Platform」の
アップデートファイルにバックドアが組み込まれ、

SolarWindsから配信されたそのアップデートファイ

ルで更新をした組織が感染した。

主に米国を中心に感染が確認され、米政府をは

じめ様々な組織で被害が報告されている。また、国

内でも感染の形跡が確認されている。感染した組

織は、バックドアから攻撃者に侵入され、不正アク

セスを受けたとする報告が多くされている。2,3

＜対策/対応＞ 

組織

⚫ 被害の予防

・業務委託や情報管理における規則の徹底

製造においては原材料や部品の調達経路、

物流経路等も考慮する。

・報告体制等の問題発生時の運用規則整備

攻撃を受けた場合を想定し、インシデント対

応計画等を整備することも重要である。

・信頼できる委託先、取引先組織の選定

商流に関わる組織の信頼性評価や品質基

準を導入する。

・複数の取引先候補の検討

・納品物の検証

・契約内容の確認

組織間の取引や委託契約における情報セ

キュリティ上の責任範囲を明確化し、合意を得

る。また、賠償に関する契約条項を盛り込む。

・委託先組織の管理

委託元組織が責任をもって委託先組織の

セキュリティ対策状況と情報資産の管理の実

態を定期的に確認できる契約とすることが重

要である。

⚫ 被害を受けた後の対応

・影響調査および原因の追究、対策の強化

・被害への補償

組織（商流に関わる組織）

⚫ 被害の予防

・セキュリティの認証取得

ISMS、Pマーク、SOC2、ISMAP等
・公的機関が公開している資料の活用

-「サプライチェーンのセキュリティ脅威に備
える」4（IPA） 

-「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」5

（経済産業省／IPA） 
⚫ 被害を受けた後の対応

委託元への連絡

参考資料

1. 不正アクセスによる個人情報と企業機密の流出可能性について（第3報）
https://www.mitsubishielectric.co.jp/news/2020/0212-b.pdf
2. SolarWinds Security Advisory
https://www.solarwinds.com/ja/securityadvisory
3. SolarWindsのサプライチェーン攻撃についてまとめてみた
https://piyolog.hatenadiary.jp/entry/2020/12/20/045153
4. サプライチェーンのセキュリティ脅威に備える
https://www.ipa.go.jp/files/000073868.pdf 
5. サイバーセキュリティ経営ガイドライン
https://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/mng_guide.html 
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1・・・ ユーザー企業のIT人材を取り巻く変化

Ⅱ．調査結果の重要なポイント

6

ユーザー企業

Copyright © 2020 Information-technology Promotion Agency, Japan（IPA）

⚫ ユーザー企業におけるIT人材の“量”に対する過不足感について5年間の変化を示したものである。IT人材の
“量”に対する過不足感の割合を経年で見ると、2019年度調査結果では「大幅に不足している」割合が1.9ポ
イント上昇と、上昇幅は小さくなっているものの年々高くなる傾向にある。

IT人材の“量”に対する過不足感【過去5年の変化】

7
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Ⅱ．調査結果の重要なポイント

ユーザー企業のIT人材“量”に対する過不足感【過去5年間の変化】

ユーザー企業
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⚫ ユーザー企業におけるIT人材の“質”に対する不足感について５年間の変化を示したものである。 「大幅に不足
している」 割合は、2016年度調査から2018年度調査までは33％前後が続いたが2019年度調査では
39.5％となった。

IT人材の“質”に対する不足感【過去５年の変化】

8

Ⅱ．調査結果の重要なポイント
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ユーザー企業のIT人材“質”に対する不足感【過去5年間の変化】

ユーザー企業

Copyright © 2020 Information-technology Promotion Agency, Japan（IPA）

⚫ ユーザー企業におけるIT人材の“質”に対する不足感について昨年度と比較したものを示す。
⚫ 1001名以上の企業で“質”に対する不足感が増している。「大幅に不足」が今年度は48.3％、昨年度は
38.1％で10.2ポイント上昇となった。

IT人材の“質”に対する不足感【昨年との比較】

9

Ⅱ．調査結果の重要なポイント
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ユーザー企業のIT人材“質”に対する不足感【従業員規模別】

ユーザー企業
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チェーンに参画するプレイヤーにも変化を与えうる。
WTO（2021）では、サプライチェーンマネジメント
におけるブロックチェーンの活用により、貿易への参
画コストが低下し、中小企業が国際貿易に参画しやす
くなると説明されている。
このように、サプライチェーンのデジタル化は、サ
プライチェーン全体の把握を通じて生産拠点の選択や
柔軟な取引関係の構築、といった経営判断の基礎とな
りうる。デジタル技術が整備されることによって、多
様な関係者がサプライチェーンに参画出来るようにな
ることが見込まれ、より強靱・柔軟なサプライチェー
ン運用が実現できる。

（2）業種ごとに異なるデジタル化の恩恵
上記に述べたような強靱化・効率化のメリットが考
えられる一方、デジタル化の恩恵を受けやすいか否か

は、業種や製品の特性によってばらつきがある。
WTO（2018）では、特にデジタル化による恩恵の大
きい製品の特性として、①迅速な運搬が必要とされる
製品（time-sensitive goods、例：小売業における生
鮮食品など）、②原産地や運搬経路に関する証明が必
要となる製品（Certification-intensive goods、例：食
品、農産品）、③企業間の契約が多く発生する製品
（Contract-intensive goods、例：先端技術を扱う機
械など）を挙げている。これらの製品は、デジタル化
による時間や費用の面での取引コストの低減、トレー
サビリティの向上、スマートコントラクトとの連携な
どのデジタル技術の特性によって、更に取引が容易と
なり、取引規模が拡大するとされる。他方、製品自体
のデジタル化が可能な製品（例：本、CDなど）の取
引規模は、電子商取引に移行することによって、物理
的な取引量・流通量は減少することが見込まれている。

4．サプライチェーンマネジメントのデジタル化の現状

サプライチェーンマネジメントのデジタル化は、上
記のような変化やメリットをもたらすことが指摘され
ている一方、実際に企業がデジタル技術の導入を実施
するためには、そのメリットを理解し、コストパフォー
マンスを妥当と捉え投資判断に踏み切る必要がある。
本項では、実際の各業種におけるサプライチェーンマ
ネジメントのデジタル化の状況について、データから
の把握を試みるとともに、デジタル技術の活用にあ
たっての課題を整理する。

（1）業種ごとのサプライチェーンマネジメントへ
のデジタル技術の導入状況

生産プロセスやサプライチェーンマネジメントのデ
ジタル化の進展状況は、業種によって異なる。米国を
例にとってみると、企業が保持する情報のデジタル化
が最も進んでいるのは、とりわけ金融関係の情報であ
り、約 70％近くの企業が「半分以上のデータをデジ
タル形式で取り扱っている」と回答している。さらに、
製造業では特に製造工程に関わる情報のデジタル化が
他の産業と比較して進展していることが分かる。他方、
サプライチェーンに関する情報のデジタル化は、金融

や製造工程の情報と比較すると低位に留まることが分
かる（第Ⅱ-1-4-5 図）。また、製造業の中でも、サプ
ライチェーンに関わる情報のデジタル化の進展状況に
は差が見られており、多くの部品数からなり複雑なサ
プライチェーンを必要とするコンピューター、電子機
器、機械産業等といった産業や、安全基準への法的対
応が必要となる化学製品 69、石油・石炭製品等におい

通商白書  2021 111

第４節デジタル技術の活用によるサプライチェーンの強靱化

第
Ⅱ
部

第
１
章

資料： 米 国 国 勢 調 査 局「Annual Business Statistics Digital Technology 
Module 2018 tables」より作成。

第Ⅱ-1-4-5 図　 
米国産業全体と製造業における情報のデジタル化の状況

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全産業 製造業 全産業 製造業 全産業 製造業
金融にかかわる情報 生産工程にかかわる情報 サプライチェーンにかかわる情報

全てがデジタル形式で管理 50%をデジタル形式で管理
50%未満をデジタル形式で管理 デジタル形式では管理していない
分からない 情報収集されていない

69 米国においては、医薬品の安全性担保を目的とした「医薬品サプライチェーン安全保障法（Drug Supply Chain Security Act）」（2013 年
成立）において、医療用医薬品の製品コード、有効期限、ロット番号などを電子管理することが義務付けられていることがデジタル化の
実施割合の高さに繋がっているものと推測される。
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ては企業の保持する情報のデジタル化は進展している
一方、木材製品や家具・繊維製品等を扱う産業におい
ては、デジタル化の進展は低位に留まっている（第
Ⅱ-1-4-6 図）。

上記は米国の企業を対象とした調査であるが、我が
国企業におけるデジタル技術を用いた生産プロセスの
可視化の取組に関する調査結果を見ると、製造物・部

材のトレーサビリティへの取組については、既に実施
している企業・実施する計画がある企業が二割超存在
する一方で、実施予定がない・他の手段で足りている
と回答した企業も三割以上存在し、企業における意識
の差が見られることが分かる。さらに、海外工場も含
めた可視化の取組に関しては実際に取組を実施してい
る企業の割合はわずかに留まり、サプライチェーンマ
ネジメントに関わる情報のデジタル化の取組は途上で
あると言える（第Ⅱ-1-4-7 図）。さらに、我が国企業
は他国と比較してデジタル技術の導入が遅れており、
特に中小企業におけるデジタル技術の導入率が低位に
留まっている 70。

（2）サプライチェーンマネジメントのデジタル化
が抱える課題

上記の通り、サプライチェーンマネジメントのデジ
タル化には強靱化・効率化といった面での企業へのメ
リットが存在する一方で、実際のデジタル化は進んで
いるとは言えないのが実情である。サプライチェーン
の最上流から最下流までの把握と最適化を図るために
は、製造現場のデジタル化が進み、サプライチェーン
に関わる情報がデジタルデータとして取得できるよう
になっていること 71に加え、コスト・技術面におい
て企業が十分にデジタル化を実施する体力があるこ
と、部門・企業間でのデジタル化のメリットの共有と
信頼関係の構築、サイバーセキュリティ上の懸念の払
拭といった多段階の課題を克服する必要がある。
一般的な企業のデジタル化推進にあたってのコス
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資料： 米 国 国 勢 調 査 局「Annual Business Statistics Digital Technology 
Module 2018 tables」より作成。

第Ⅱ-1-4-6 図　 
米国製造業における業種別のサプライチェーン関連情
報のデジタル化の状況
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資料： 令和元年度製造基盤技術実態等調査「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査報告書」（2021 年）より経済産業省作成。

第Ⅱ-1-4-7 図　日本企業における生産プロセスの改善・向上等に関する取り組み
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70 総務省『我が国の ICT の現状に関する調査研究報告書』（2017 年）など。
71 製造現場のデジタル化に関しては、経済産業省「ものづくり白書」も参考にされたい。
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ト・技術の観点では、これまでもDXレポート 72等
でも指摘されてきた。例えば、既存システムの老朽化・
肥大化（レガシー・システムの存在）、既存システム
の運用・保守の高コスト化、IT 人材の不足、経営層
からの理解不足等、様々な問題が指摘されている。こ
こでは、部門・企業を超えて情報を共有するに際して
生じる課題に焦点を当てる。

① サプライチェーン上のサイバーセキュリティリス
クに対する対応
企業間の情報共有に伴う情報セキュリティの観点か
らの懸念が高まっている。独立行政法人情報処理推進
機構が毎年発表する「情報セキュリティ 10 大脅威」
では、2018 年までは圏外だった「サプライチェーン
の弱点を悪用した攻撃」が、2019 年以降、四位に急
遽浮上している（第Ⅱ-1-4-8 図）ことに加え、2019
年と 2020 年に発生したサイバー攻撃の件数を比較す
ると、約 2.6 倍に増えており、製造業に対する攻撃は
ヘルスケア・金融業界に次ぎ多くなっている 73。サプ
ライチェーン上のセキュリティのぜい弱な企業が攻撃
を受けると、そこを起点としてサプライチェーン全体
に機密情報の漏えい等の被害が拡大するリスクがあ
り、上位サプライヤーも含めたセキュリティ対策が必

要とされる。データ管理の安全性も含めたサプライ
チェーンのセキュリティ管理については、ISO28000
（サプライチェーンのためのセキュリティマネジメン
トシステムの仕様）が策定され、システム上での確認
事項、それを元にした PDCA サイクルをサプライ
チェーン全体で運用する方法について普及啓発が図ら
れていたり、サイバーセキュリティに関する企業の指
針として米国国立標準研究所により定められたサイ
バーセキュリティ・フレームワークの中にも 2017 年
以降サプライチェーンに関する項目が増設されたり
と、関心の高まりに合わせ標準策定も取り組まれてい
る。

② IT 人材の不足の観点
また、上記のようなセキュリティ上の懸念がある一
方で、各企業においては IT人材の確保が十分に進ん
でいると言いがたい現状がある。デジタル技術を活用
したサプライチェーンマネジメントの展開には、IT
スキルを持った人材の確保が重要である一方で、ユー
ザー企業における IT 人材の不足感は「量」「質」の
両面で高まっている 74。さらに、我が国企業は海外の
企業と比較して、IT企業以外のユーザー企業側に所
属する人材の割合が顕著に低い（第Ⅱ-1-4-9 図）。こ
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第Ⅱ-1-4-8 表　情報セキュリティにおける 10 大脅威

2018 2019 2020 2021

1 位 標的型攻撃による被害 標的型攻撃による被害 標的型攻撃による機密情報の窃
取

ランサムウェアによる被害

2位 ランサムウェアによる被害 ビジネスメール詐欺による被害 内部不正による情報漏えい 標的型攻撃による機密情報の窃
取

3位 ビジネスメール詐欺による被害 ランサムウェアによる被害 ビジネスメール詐欺による金銭
被害

テレワーク等のニューノーマル
な働き方を狙った攻撃

4位 脆弱性対策情報の公開に伴う悪
用増加

サプライチェーンの弱点を悪用
した攻撃の高まり

サプライチェーンの弱点を悪用
した攻撃

サプライチェーンの弱点を悪用
した攻撃

5 位 脅威に対応するためのセキュリ
ティ人材の不足

内部不正による情報漏えい ランサムウェアによる被害 ビジネスメール詐欺による金銭
被害

6位 ウェブサービスからの個人情報
の窃取

サービス妨害攻撃による
サービスの停止

予期せぬ IT 基盤の障害に伴う
業務停止

内部不正による情報漏えい

7位 IoT 機器の脆弱性の顕在化 インターネットサービスからの
個人情報の窃取

不注意による情報漏えい
（規則は遵守）

予期せぬ IT 基盤の障害に伴う
業務停止

8位 内部不正による情報漏えい IoT 機器の脆弱性の顕在化 インターネット上のサービスか
らの個人情報の窃取

インターネット上のサービスへ
の不正ログイン

9位 サービス妨害攻撃によるサービ
スの停止

脆弱性対策情報の公開に伴う悪
用増加

IoT 機器の不正利用 不注意による情報漏えい等の被
害

10 位 犯罪のビジネス化
（アンダーグラウンドサービス）

不注意による情報漏えい サービス妨害攻撃によるサービ
スの停止

脆弱性対策情報の公開に伴う悪
用増加

備考： 2018 年調査においては、サプライチェーンの弱点を利用した攻撃はランク外。
資料： 独立行政法人　情報処理推進機構「情報セキュリティ 10 大脅威」2018～2021　より作成。

72 経済産業省「DXレポート　～ITシステム『2025 年の崖』克服とDXの本格的な展開～」（2018 年 9 月）。
73 zScaler“the 2020 State of Encrypted Attacks report”。調査対象となっているのは SSL/TSL で保護された通信に対する攻撃。
74 独立行政法人情報処理推進機構「IT人材白書 2020」。
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のような人材の構造は、ユーザー企業側における情報
システムのノウハウが蓄積しづらい問題を生み、ユー
ザー企業側にとってサプライチェーンマネジメントが
ブラックボックス化する懸念がある。

③　部門・企業間の利益相反関係
企業内の複数の部門間の情報共有の実施を図る上で
も、障壁は存在する。サプライチェーンマネジメント
の実施には、調達、生産、物流、販売等の複数の部門、
さらには個々の従業員が関与する必要があるが、それ
ぞれの部門が達成すべきと考える運営の目標は、「在
庫削減」「安全在庫の確保」「納期の短縮」「需要予測
の向上」「サプライチェーン管理の自動化の促進」「雇
用の維持」など、それぞれの立場により異なる場合が
あり、個別最適を超え部門間の連携を目指すことは難
しい。
企業を超えた情報共有の推進においては、自社製品
を納入した顧客から、データ収集の了解を得られなけ
れば、デジタル・プラットフォーム上での部門を超え
た情報共有は困難となることが予想され、特に中規
模・小規模企業においては企業秘密の公表に対する抵
抗感が強いとの指摘もある 75。サプライチェーンが多
くの生産工程によって構成されるような業種において
は、中間サプライヤーからそのようなサプライチェー
ン管理に関わる情報提供の理解が得られないと、さら
に上流のサプライヤーの情報を得ることがさらに困難

になるといった声や、仲介業者を介して上流サプライ
ヤーからの調達を実施している場合には、在庫や生産
体制といった情報の入手が困難になる、といった声も
ある。
さらには、人権、環境問題への対処といった国際的
な動向は、国際貿易に直接的に関与する大企業を中心
に関心が高まっている一方、直接的に国際貿易を行わ
ない上位サプライヤーにはデジタル技術を用いたマネ
ジメントの必要性や国際動向が十分に理解されていな
いとの指摘もある。そのため、顧客企業との間の
win-win な関係を構築することが重要である 76。

④　データ連携の実施にあたっての問題
部門・企業間でデータを共有する場合に、①共有す
るデータの規格、取得する単位が企業間で異なってし
まい、接続性が失われてしまう問題、②サプライチェー
ン連携にあたって、どういった情報を共有すれば適切
な部門・企業間連携が構築できるのかといった共通認
識の欠如、といった問題が存在する。こういった共通
のシステム・フレームワークが存在しないことから、
各企業がデジタル化に着手する際に手探りで実施する
必要が生じてしまう点もデジタル化を妨げる障壁の一
つとなる。
①の接続性の問題に関して、サプライチェーン上の
変化に対応しうるシステムの構築を図る際、個々の業
務に合わせたデータの運用がなされている場合には、
ビジネスプロセスの変更、企業の事業統合、危機時に
おけるサプライチェーンの柔軟な変更への即座の対応
が難しいため、共通の規格を土台とした情報共有の仕
組みを構築する必要がある。このような規格の使用推
奨にあたっては、下請け企業側から大企業に対して導
入を依頼することには、既存の取引関係の維持の観点
から難しいことが想定され、大企業、または国から働
きかける必要があるという指摘もある 77。
②のサプライチェーン連携にあたっての情報共有の
共通認識の問題については、例えば取引される製品の
原価や原産地に関わる情報や、他のサプライヤーも含
めた取引先の全体像といった情報は、企業の競争力に
直結する情報でもあり、むやみに公開することは取引
におけるパワーバランスの変化、競争力の低下に直結
しかねない。
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資料： 独立行政法人情報処理推進機構「IT 人材白書 2017」より作成。
備考： 日本は 2015 年国勢調査、米国は職業雇用統計、カナダはカナダ情

報局（Statistics Canada）、英国、ドイツ、フランスは Eurostat のデー
タを元に集計している。

第Ⅱ-1-4-9 図　 
IT 企業とそれ以外の企業に所属する情報処理・通信に
携わる人材の割合
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75 Netsuite.com（2020）“Digital Supply Chain Management： What’s the cost of doing nothing？”.
76 企業活力研究所「デジタル・プラットフォーム構築による製造業の競争力強化に関する調査研究　―デジタル時代における新たな企業成
長のあり方―」（2020 年 3 月）。

77 日本経済団体連合「Society 5.0 時代のサプライチェーン　―商流・金流のデジタル化に向けて―」（2020 年 9 月）。
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これらの課題の解決に向けては、企業間の情報の取
引に際して共有すべき項目についての共通した規格や
フォーマットの策定に向けた取組が行われており、例
えば我が国の中小企業間のデータ連携を促進するため
の取組として、中小企業庁では、国連 CEFACT標準
（UN Centre for Trade Facilitation and Electronic
Business）に則った「共通EDI 標準」（EDI＝Electric

Data Interchang）の導入の提唱を通して、参入障壁
を低くさせるような工夫が行われている。さらには、
一部業界団体では独自の標準設計に取り組んでいる事
例もある。自動車業界においては、国際的な業界横断
団体であるMOBI がサプライチェーンへのブロック
チェーンの活用を目指して標準の策定に向けた検討を
進めている。

5．まとめ

サプライチェーンマネジメントのデジタル化に向け
ては、上述のような組織間のデータ共有に関わる課題
や、それ以前にサプライチェーンに関わる情報のデジ
タル化、それを支えるデジタル技術を製造現場へ導入
するにあたっての課題が多数存在する一方で、事業環
境の不確実性が増す中、デジタル技術を活用したサプ
ライチェーンの強靭化、効率化を戦略的に図っていく
ことは企業にとってますます重要になることが予想さ
れる。デジタル技術の導入は、中小企業の参画を促し、
これまで取引の拡大機会が少なかった企業の取引機会
を拡大する効果もあり、「包摂的なサプライチェーン」
実現の鍵ともなり得る。さらに、企業は今後、経済合
理性を目指した従前のサプライチェーンマネジメント
のみならず、人権、カーボンニュートラルといった共
通価値に関して、サプライチェーン全体で対処する必
要性は市場の要請に応じてますます高まる可能性が高

く、サプライチェーンの把握の状況次第では市場機会
を逸する可能性さえ生じうる。こういった共通価値へ
の対応にあたってもデジタル技術が活用され始めてい
る。したがって、企業はデジタル技術によるサプライ
チェーン把握の必要性と今後起こりうるリスクを、取
引先も巻き込んだ形で検討・精査し、積極的にデジタ
ル化の推進に取り組むことが必要である。
同時に、サプライチェーンを支える情報共有の円滑
化においては、データ移転規制、ローカライゼーショ
ン要求、公権力によるアクセスといった地政学的リス
クへの対処が必要となる。今後のサプライチェーンの
安定性や信頼性を担保する措置として、データ自由流
通ルールへのコミットメント、公権力によるアクセス
手続きの正当性といった要素も重要となることが予想
される。政府、業界団体による標準化、ルール作りと
いった観点からの努力も同時に必要とされる。
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[確定値] 単位：億円

港　　名 都 道 府 県 名 貿易額 港　　名 都 道 府 県 名 貿易額 港　　名 都 道 府 県 名 貿易額
1 名 古 屋 愛 知 123,068 成田国際空港 千 葉 129,560 成田国際空港 千 葉 234,816
2 成田国際空港 千 葉 105,256 東 京 東 京 114,913 名 古 屋 愛 知 173,916
3 横 浜 神 奈 川 69,461 名 古 屋 愛 知 50,849 東 京 東 京 173,151
4 東 京 東 京 58,237 横 浜 神 奈 川 48,920 横 浜 神 奈 川 118,381
5 神 戸 兵 庫 55,571 大 阪 大 阪 47,781 関西国際空港 大 阪 91,567
6 関西国際空港 大 阪 51,872 関西国際空港 大 阪 39,695 神 戸 兵 庫 88,675
7 大 阪 大 阪 37,742 神 戸 兵 庫 33,103 大 阪 大 阪 85,524
8 博 多 福 岡 29,773 千 葉 千 葉 32,682 博 多 福 岡 40,238
9 三 河 愛 知 25,424 川 崎 神 奈 川 23,571 千 葉 千 葉 39,861
10 清 水 静 岡 18,239 四 日 市 三 重 15,869 川 崎 神 奈 川 34,739
11 広 島 広 島 14,436 堺 泉 北 大 阪 14,073 三 河 愛 知 33,691
12 川 崎 神 奈 川 11,167 水 島 岡 山 12,717 清 水 静 岡 28,460
13 中部国際空港 愛 知 9,342 東京国際空港 東 京 12,163 四 日 市 三 重 24,229
14 苅 田 福 岡 8,583 大 分 大 分 11,543 水 島 岡 山 21,266
15 水 島 岡 山 8,550 鹿 島 茨 城 11,494 中部国際空港 愛 知 20,511
16 門 司 福 岡 8,453 中部国際空港 愛 知 11,169 広 島 広 島 18,822
17 四 日 市 三 重 8,361 博 多 福 岡 10,465 堺 泉 北 大 阪 18,472
18 日 立 茨 城 7,492 清 水 静 岡 10,220 大 分 大 分 18,443
19 千 葉 千 葉 7,180 木 更 津 千 葉 9,249 門 司 福 岡 17,304
20 大 分 大 分 6,901 門 司 福 岡 8,851 鹿 島 茨 城 16,099
21 三 田 尻 中 関 山 口 6,233 鹿 児 島 鹿 児 島 8,727 東京国際空港 東 京 15,616
22 下 関 山 口 4,775 三 河 愛 知 8,267 木 更 津 千 葉 11,650
23 鹿 島 茨 城 4,605 苫 小 牧 北 海 道 7,865 日 立 茨 城 11,472
24 堺 泉 北 大 阪 4,398 仙 台 塩 釜 宮 城 7,287 仙 台 塩 釜 宮 城 9,519
25 徳 山 下 松 山 口 4,194 新 潟 新 潟 5,186 苫 小 牧 北 海 道 9,303
26 福 山 広 島 4,036 福 山 広 島 4,613 鹿 児 島 鹿 児 島 8,974
27 戸 畑 福 岡 3,666 福 岡 空 港 福 岡 4,533 苅 田 福 岡 8,901
28 東京国際空港 東 京 3,453 姫 路 兵 庫 4,523 福 山 広 島 8,649
29 東 播 磨 兵 庫 3,353 広 島 広 島 4,386 徳 山 下 松 山 口 8,237
30 御 前 崎 静 岡 2,828 宇 野 岡 山 4,299 三 田 尻 中 関 山 口 7,255
31 今 治 愛 媛 2,689 今 治 愛 媛 4,072 下 関 山 口 7,058
32 和 歌 山 和 歌 山 2,688 徳 山 下 松 山 口 4,043 福 岡 空 港 福 岡 7,046
33 福 岡 空 港 福 岡 2,513 日 立 茨 城 3,980 今 治 愛 媛 6,761
34 木 更 津 千 葉 2,401 宇 部 山 口 3,789 姫 路 兵 庫 6,265
35 新 居 浜 愛 媛 2,378 新 居 浜 愛 媛 3,529 新 潟 新 潟 6,216
36 仙 台 塩 釜 宮 城 2,233 小 名 浜 福 島 3,433 戸 畑 福 岡 6,179
37 坂 出 香 川 1,986 下 津 和 歌 山 2,737 新 居 浜 愛 媛 5,907
38 呉 広 島 1,963 戸 畑 福 岡 2,514 東 播 磨 兵 庫 5,689
39 下 津 和 歌 山 1,824 東 播 磨 兵 庫 2,336 宇 部 山 口 4,873
40 岩 国 山 口 1,765 下 関 山 口 2,283 宇 野 岡 山 4,766
41 姫 路 兵 庫 1,743 衣 浦 愛 知 1,961 下 津 和 歌 山 4,560
42 衣 浦 愛 知 1,735 直 江 津 新 潟 1,936 小 名 浜 福 島 4,278
43 長崎三重式見 長 崎 1,706 伏 木 富 山 1,908 衣 浦 愛 知 3,696
44 尾 道 糸 崎 広 島 1,639 秋 田 船 川 秋 田 1,892 坂 出 香 川 3,569
45 松 山 愛 媛 1,511 八 戸 青 森 1,739 和 歌 山 和 歌 山 3,221
46 金 沢 石 川 1,487 坂 出 香 川 1,583 呉 広 島 3,216
47 苫 小 牧 北 海 道 1,438 相 馬 福 島 1,538 岩 国 山 口 3,091
48 佐 世 保 長 崎 1,429 三 島 川 之 江 愛 媛 1,404 御 前 崎 静 岡 3,076
49 横 須 賀 神 奈 川 1,325 志 布 志 鹿 児 島 1,388 伏 木 富 山 2,980
50 宇 都 宮 栃 木 1,276 岩 国 山 口 1,326 八 戸 青 森 2,936
51 八 戸 青 森 1,197 石 狩 湾 北 海 道 1,285 佐 世 保 長 崎 2,680
52 つ く ば 茨 城 1,161 呉 広 島 1,253 秋 田 船 川 秋 田 2,630
53 京 都 京 都 1,118 佐 世 保 長 崎 1,252 金 沢 石 川 2,523
54 宇 部 山 口 1,084 室 蘭 北 海 道 1,133 直 江 津 新 潟 2,375
55 伏 木 富 山 1,072 徳 島 小 松 島 徳 島 1,102 長崎三重式見 長 崎 2,196
56 新 潟 新 潟 1,030 金 沢 石 川 1,035 相 馬 福 島 2,132
57 三 池 福 岡 1,008 三 田 尻 中 関 山 口 1,022 松 山 愛 媛 2,093
58 阪 南 大 阪 863 酒 田 山 形 994 尾 道 糸 崎 広 島 2,049
59 小 名 浜 福 島 845 尼崎西宮芦屋 兵 庫 843 室 蘭 北 海 道 1,764
60 伊 万 里 長 崎 ・ 佐 賀 827 那 覇 沖 縄 824 酒 田 山 形 1,689
61 境 鳥 取 ・ 島 根 767 釧 路 北 海 道 815 三 島 川 之 江 愛 媛 1,687
62 秋 田 船 川 秋 田 738 舞 鶴 京 都 729 志 布 志 鹿 児 島 1,673
63 津 三 重 717 津 三 重 709 宇 都 宮 栃 木 1,654
64 酒 田 山 形 695 敦 賀 福 井 673 横 須 賀 神 奈 川 1,635
65 細 島 宮 崎 690 松 山 愛 媛 583 尼崎西宮芦屋 兵 庫 1,515
66 尼崎西宮芦屋 兵 庫 672 伊 万 里 長 崎 ・ 佐 賀 576 石 狩 湾 北 海 道 1,479
67 室 蘭 北 海 道 631 石 巻 宮 城 572 津 三 重 1,426
68 福 井 福 井 607 高 松 香 川 554 三 池 福 岡 1,407
69 相 馬 福 島 593 金 武 中 城 沖 縄 549 伊 万 里 長 崎 ・ 佐 賀 1,403
70 高 松 香 川 541 和 歌 山 和 歌 山 533 阪 南 大 阪 1,310
71 富 山 富 山 517 八 代 熊 本 502 京 都 京 都 1,306
72 小 松 空 港 石 川 482 長崎三重式見 長 崎 491 つ く ば 茨 城 1,301
73 宇 野 岡 山 467 境 鳥 取 ・ 島 根 490 徳 島 小 松 島 徳 島 1,293
74 直 江 津 新 潟 439 七 尾 石 川 462 境 鳥 取 ・ 島 根 1,256
75 舞 鶴 京 都 429 阪 南 大 阪 447 舞 鶴 京 都 1,158
76 新 千 歳 空 港 北 海 道 380 細 島 宮 崎 424 細 島 宮 崎 1,115
77 滋 賀 滋 賀 374 青 森 青 森 414 高 松 香 川 1,095
78 高 知 高 知 320 尾 道 糸 崎 広 島 410 敦 賀 福 井 959
79 敦 賀 福 井 286 三 池 福 岡 399 福 井 福 井 950
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単位：億円

港　　名 都 道 府 県 名 貿易額 港　　名 都 道 府 県 名 貿易額 港　　名 都 道 府 県 名 貿易額
80 志 布 志 鹿 児 島 284 浜 田 島 根 397 釧 路 北 海 道 940
81 三 島 川 之 江 愛 媛 282 宇 都 宮 栃 木 378 那 覇 沖 縄 938
82 津 久 見 大 分 279 新 千 歳 空 港 北 海 道 348 新 千 歳 空 港 北 海 道 728
83 土 生 広 島 270 福 井 福 井 342 小 松 空 港 石 川 712
84 鹿 児 島 鹿 児 島 246 苅 田 福 岡 318 金 武 中 城 沖 縄 703
85 佐 伯 大 分 242 横 須 賀 神 奈 川 311 石 巻 宮 城 659
86 函 館 北 海 道 234 函 館 北 海 道 299 八 代 熊 本 646
87 石 狩 湾 北 海 道 195 三 角 熊 本 266 富 山 富 山 585
88 徳 島 小 松 島 徳 島 191 小 樽 北 海 道 265 函 館 北 海 道 533
89 熊 本 熊 本 190 御 前 崎 静 岡 248 高 知 高 知 524
90 富 山 空 港 富 山 187 田 子 の 浦 静 岡 247 青 森 青 森 470
91 金 武 中 城 沖 縄 154 熊 本 熊 本 233 滋 賀 滋 賀 465
92 仙 台 空 港 宮 城 148 小 松 空 港 石 川 231 七 尾 石 川 463
93 八 代 熊 本 144 川 内 鹿 児 島 214 土 生 広 島 438
94 釧 路 北 海 道 125 高 知 高 知 205 浜 田 島 根 428
95 那 覇 沖 縄 114 京 都 京 都 189 熊 本 熊 本 423
96 田 子 の 浦 静 岡 114 札 幌 北 海 道 181 田 子 の 浦 静 岡 361
97 大 船 渡 岩 手 89 土 生 広 島 168 小 樽 北 海 道 350
98 石 巻 宮 城 87 詫 間 香 川 161 津 久 見 大 分 346
99 小 樽 北 海 道 85 十 勝 北 海 道 150 三 角 熊 本 306
100 川 内 鹿 児 島 71 唐 津 佐 賀 144 佐 伯 大 分 296
101 須 崎 高 知 65 つ く ば 茨 城 140 川 内 鹿 児 島 285
102 釜 石 岩 手 64 油 津 宮 崎 137 札 幌 北 海 道 210
103 宇 和 島 愛 媛 61 鹿 児 島 空 港 鹿 児 島 128 富 山 空 港 富 山 203
104 青 森 青 森 56 水 俣 熊 本 107 唐 津 佐 賀 189
105 広 島 空 港 広 島 49 那 覇 空 港 沖 縄 104 仙 台 空 港 宮 城 169
106 唐 津 佐 賀 45 滋 賀 滋 賀 91 詫 間 香 川 164
107 那 覇 空 港 沖 縄 42 須 崎 高 知 91 鹿 児 島 空 港 鹿 児 島 159
108 宮 崎 空 港 宮 崎 41 新 宮 和 歌 山 82 須 崎 高 知 156
109 三 角 熊 本 40 釜 石 岩 手 68 油 津 宮 崎 153
110 浜 田 島 根 32 富 山 富 山 68 十 勝 北 海 道 150
111 鹿 児 島 空 港 鹿 児 島 31 津 久 見 大 分 67 那 覇 空 港 沖 縄 146
112 札 幌 北 海 道 29 花 咲 北 海 道 67 大 船 渡 岩 手 138
113 宮 古 岩 手 22 留 萌 北 海 道 63 釜 石 岩 手 132
114 萩 山 口 18 枕 崎 鹿 児 島 59 水 俣 熊 本 111
115 油 津 宮 崎 16 佐 伯 大 分 54 新 宮 和 歌 山 82
116 平 生 山 口 16 大 船 渡 岩 手 49 宇 和 島 愛 媛 80
117 岡 山 空 港 岡 山 7 紋 別 北 海 道 44 広 島 空 港 広 島 78
118 枕 崎 鹿 児 島 7 宮 津 京 都 29 花 咲 北 海 道 68
119 水 俣 熊 本 4 静 岡 空 港 静 岡 29 枕 崎 鹿 児 島 65
120 気 仙 沼 宮 城 4 広 島 空 港 広 島 29 留 萌 北 海 道 64
121 詫 間 香 川 2 仙 台 空 港 宮 城 21 紋 別 北 海 道 45
122 新 潟 空 港 新 潟 2 岡 山 空 港 岡 山 19 宮 崎 空 港 宮 崎 41
123 紋 別 北 海 道 2 宇 和 島 愛 媛 19 宮 古 岩 手 38
124 七 尾 石 川 1 宮 古 岩 手 16 宮 津 京 都 29
125 厳 原 長 崎 1 富 山 空 港 富 山 16 静 岡 空 港 静 岡 29
126 石 垣 沖 縄 1 稚 内 北 海 道 13 岡 山 空 港 岡 山 26
127 花 咲 北 海 道 1 気 仙 沼 宮 城 9 平 生 山 口 24
128 柏 崎 新 潟 1 平 生 山 口 8 萩 山 口 18
129 留 萌 北 海 道 1 網 走 北 海 道 7 稚 内 北 海 道 13
130 長 崎 空 港 長 崎 1 平 良 沖 縄 7 気 仙 沼 宮 城 13
131 稚 内 北 海 道 1 長 崎 空 港 長 崎 6 長 崎 空 港 長 崎 7
132 平 良 沖 縄 0 高 松 空 港 香 川 6 平 良 沖 縄 7
133 静 岡 空 港 静 岡 0 新 潟 空 港 新 潟 3 網 走 北 海 道 7
134 新 宮 和 歌 山 0 柏 崎 新 潟 3 高 松 空 港 香 川 6
135 青 森 空 港 青 森 0 石 垣 沖 縄 3 新 潟 空 港 新 潟 6
136 宮 津 京 都 0 厳 原 長 崎 3 柏 崎 新 潟 4
137 石 垣 空 港 沖 縄 0 宮 崎 空 港 宮 崎 0 厳 原 長 崎 4
138 福 島 空 港 福 島 - 青 森 空 港 青 森 0 石 垣 沖 縄 4
139 高 松 空 港 香 川 - 大 分 空 港 大 分 0 青 森 空 港 青 森 0
140 大 分 空 港 大 分 - 秋 田 空 港 秋 田 0 大 分 空 港 大 分 0
141 熊 本 空 港 熊 本 - 熊 本 空 港 熊 本 0 秋 田 空 港 秋 田 0
142 網 走 北 海 道 - 福 島 空 港 福 島 - 熊 本 空 港 熊 本 0
143 十 勝 北 海 道 - 萩 山 口 - 石 垣 空 港 沖 縄 0
144 旭 川 空 港 北 海 道 - 旭 川 空 港 北 海 道 - 福 島 空 港 福 島 -
145 秋 田 空 港 秋 田 - 石 垣 空 港 沖 縄 - 旭 川 空 港 北 海 道 -

769,317 785,995 1,555,312

※1　当該貿易額表は、関税法施行令第1条別表第一及び第二に基づく開港又は税関空港を管轄する税関官署（蔵置税関官署）の貿易額を開港又は税関空港の
　貿易額として掲載。なお、「気仙沼」、「つくば」、「宇都宮」、「京都」、「滋賀」及び「札幌」は、税関官署（蔵置税関官署）の貿易額を掲載。

※2　〔京浜港〕は「東京」、「横浜」及び「川崎」、〔伏木富山港〕は「伏木」及び「富山」、〔阪神港〕は「神戸」、「大阪」、「尼崎西宮芦屋」及び「堺泉北」、〔和歌山下津
　港〕は「和歌山」及び「下津」、〔関門港〕は「門司」、「下関」及び「戸畑」として掲載。

※3　「成田国際空港」は、東京航空貨物出張所及び成田航空貨物出張所における貿易額の合計による。
※4　「函館」には〔函館空港〕、「秋田船川」には〔能代港〕、「大船渡」には〔花巻空港〕、「直江津」には〔姫川港〕、「日立」には〔常陸那珂港〕、「つくば」には〔百里飛

　行場（茨城空港）〕、「舞鶴」には〔内浦港〕、「姫路」には〔相生港〕、「尾道糸崎」には〔竹原港〕、「境」には〔美保飛行場（米子空港）〕、「坂出」には〔丸亀港〕及び
　〔多度津港〕、「徳島小松島」には〔橘港〕、「松山」には〔松山空港〕、「門司」には〔北九州空港〕、「大分」には〔佐賀関港〕及び〔中津港〕、「長崎三重式見」には
　〔松島港〕、「佐世保」には〔松浦港〕及び〔伊万里港福島地区〕、「三池」には〔佐賀空港〕、「鹿児島」には〔喜入港〕の貿易額をそれぞれ含む。

※5　貿易額欄の単位は「億円」、「0」は単位未満のもの、「－」は実績がなかったものを表す。

順位
輸　　 　　出 輸　　 　　入 総　　 　　額

輸　出　合　計　（　全　国　） 輸　入　合　計　（　全　国　） 総　合　計　（　全　国　）
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順位 税 関 名 開 港 名 隻    数 順位 税 関 名 開 港 名 隻    数 順位 税 関 名 開 港 名 隻    数

1 横 浜 横 浜 8,083 46 函 館 室 蘭 424     90 横 浜 横 須 賀 105     

2 名 古 屋 名 古 屋 7,500 47 大 阪 下 津 423     92 沖 縄 金 武 中 城 102     

3 神 戸 神 戸 6,512 48 門 司 伊 万 里 418     函 館 稚 内 102     

4 東 京 東 京 5,205 49 函 館 釧 路 412     門 司 厳 原 102     

5 大 阪 大 阪 4,967 50 長 崎 長崎三重式見 398     95 東 京 姫 川 100     

6 横 浜 千 葉 3,851 51 長 崎 鹿 児 島 387     96 名 古 屋 田 子 の 浦 97 

7 神 戸 水 島 3,198 52 大 阪 舞 鶴 374     97 神 戸 相 生 94 

8 門 司 博 多 3,006 53 函 館 花 咲 368     98 沖 縄 平 良 89 

9 横 浜 川 崎 2,811 54 長 崎 八 代 362     99 神 戸 多 度 津 86 

10 門 司 下 関 2,528 55 門 司 細 島 361     函 館 十 勝 86 

11 門 司 門 司 2,465 56 大 阪 敦 賀 338     函 館 能 代 86 

12 神 戸 福 山 1,982 57 函 館 秋 田 337     102 函 館 釜 石 79 

13 門 司 大 分 1,913 58 神 戸 高 松 315     103 門 司 佐 伯 78 

14 名 古 屋 清 水 1,814 59 函 館 小 樽 301     104 門 司 唐 津 73 

15 名 古 屋 四 日 市 1,812 60 函 館 石 狩 湾 274     105 長 崎 水 俣 72 

16 横 浜 鹿 島 1,801 61 東 京 直 江 津 271     106 函 館 青 森 61 

17 大 阪 堺 泉 北 1,634 62 長 崎 三 池 268     107 長 崎 佐 世 保 59 

18 門 司 徳 山 1,628 63 横 浜 石 巻 258     108 神 戸 尼崎西宮芦屋 58 

19 門 司 戸 畑 1,605 64 神 戸 須 崎 257     109 門 司 光 55 

20 神 戸 広 島 1,509 65 名 古 屋 御 前 崎 237     110 大 阪 内 浦 53 

21 名 古 屋 三 河 1,169 66 大 阪 富 山 227     大 阪 福 井 53 

22 横 浜 木 更 津 1,043 67 東 京 酒 田 217     112 長 崎 松 島 50 

23 函 館 苫 小 牧 1,012 68 神 戸 徳 島 小 松 島 214     113 函 館 紋 別 49 

24 神 戸 東 播 磨 988     69 神 戸 今 治 211     114 神 戸 宇 野 45 

25 横 浜 仙 台 塩 釜 919     70 横 浜 日 立 201     115 函 館 留 萌 37 

26 東 京 新 潟 東 753     71 長 崎 川 内 194     116 神 戸 丸 亀 36 

27 長 崎 志 布 志 676     72 長 崎 喜 入 186     117 函 館 大 船 渡 34 

28 神 戸 姫 路 664     73 門 司 佐 賀 関 182     118 門 司 油 津 33 

29 横 浜 常 陸 那 珂 630     74 長 崎 松 浦 175     119 長 崎 福 島 30 

30 門 司 宇 部 619     75 神 戸 尾 道 糸 崎 166     120 函 館 宮 古 29 

31 大 阪 伏 木 604     神 戸 坂 出 166     121 門 司 中 津 26 

32 門 司 岩 国 594     77 函 館 函 館 165     122 神 戸 竹 原 25 

33 門 司 苅 田 575     78 神 戸 詫 間 161     123 長 崎 枕 崎 23 

34 神 戸 三 島 川 之 江 573     79 神 戸 高 知 153     124 長 崎 三 角 22 

35 名 古 屋 衣 浦 568     80 長 崎 熊 本 151     名 古 屋 津 22 

36 門 司 三 田 尻 中 関 515     81 大 阪 七 尾 148     126 大 阪 新 宮 18 

37 大 阪 金 沢 511     横 浜 相 馬 148     127 大 阪 宮 津 17 

38 沖 縄 那 覇 509     83 門 司 津 久 見 145     128 函 館 船 川 14 

函 館 八 戸 509     84 大 阪 阪 南 142     129 門 司 平 生 11 

40 神 戸 呉 475     85 神 戸 浜 田 140     130 神 戸 土 生 9        

41 神 戸 新 居 浜 474     86 門 司 下 松 134     東 京 柏 崎 9        

42 神 戸 松 山 469     87 神 戸 橘 133     132 函 館 網 走 6        

43 大 阪 和 歌 山 468     88 沖 縄 石 垣 120     133 門 司 萩 1        

44 横 浜 小 名 浜 467     89 東 京 新 潟 115     

45 神 戸 境 446     90 神 戸 宇 和 島 105     開 港 計 95,172

（令和元年確定値）

全国開港別外国貿易船入港隻数表
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（５）今後の物流施策の方向性

前大綱においては「強い物流」の構築を目標としてきたところであるが、労働力の不足、トラッ

ク積載効率の低迷等物流が抱える多くの課題は継続し、近年の EC 市場の更なる成長や災害の激甚

化・頻発化などによって、物流を取り巻く環境は厳しさを増している。その上で、今般の新型コロ

ナウイルス感染症の流行により、ヒトに比べてモノの動きは相対的に活発化し、トラックドライ

バーをはじめとした労働力の不足に拍車がかかることで、物流を取り巻く厳しい状況は更に加速

する可能性がある。加えて、新しい生活様式に対応した物流への変革も迫られるなど、我が国の物

流は極めて大きな岐路に差し掛かっている。 

しかし、一面では、こうした状況下においては、これまで進捗しなかった物流の構造改革や生産

性向上に向けた取組を加速度的に促進させる大きな好機となる可能性もある。 

新しい生活様式への対応には、まず非接触・非対面型の物流への転換が喫緊に求められる。今な

お物流の現場では、書面手続や対人・対面に拠るプロセスが多いが、デジタル化による作業プロセ

スの簡素化や汎用化は、非接触・非対面型物流の構築に必須の施策である。

ウィズコロナとなった現在の社会情勢においては、物流産業における DX を積極的に推進できる

環境にある。例えば、これまで物流効率化や省人化等を目的に導入されてきた輸配送や庫内作業

用のロボットは、非接触・非対面という観点から普及が促進される可能性がある。また、これまで

個人の経験や既存の商慣習・様式に依存してきた物流業界において、デジタル技術を駆使して様々

なデータを可視化し、関係主体が対人・対面によらずとも即時にそれを共有可能とすることは、作

業プロセスの汎用化等を通じた多様な担い手の確保や、検品レスをはじめとしたプロセスの大幅

な合理化を促すきっかけともなり得る。 

 こうした DX の推進のためには、その前提として各種要素の標準化が必要である。これまでは

様々な商慣習等のため、物流の標準化は進捗を得られない面もあったが、物流に対する関係者の

危機感が増すにつれ、様々な業界で具体的な取組が進みつつあり、全体的な機運も高まっている。 

 デジタル技術の社会実装が急速に進みつつある中、我が国の物流のあらゆる局面において、時

機を逸せず集中的に物流産業における DXと標準化が推進されるべき時期に来ているといえる。 

また、2024 年度からのトラックドライバーへの時間外労働の上限規制の適用を控えているほか、

物流事業に従事する労働者の社会的価値が大きく見直されている現状においては、これまでなか

なか進まなかった革新的な取組を実施できる好機である。リードタイムの見直し等による計画的

でゆとりのある物流の実現をはじめ、今こそ重点的に構造改革を進めるべきである。 

 さらに、昨今の災害の激甚化・頻発化や新型コロナウイルス感染症の流行により、有事において

も機能する物流ネットワークの構築が一層重視される状況となっているほか、グローバルサプラ

イチェーンの脆弱性が顕在化し、その多元化等の必要性も高まっている。加えて、物流事業者の海

外展開や農林水産物・食品の輸出等のほか、SDGｓやグリーン社会の実現を目指した取組など、経

済や地球環境の持続可能性を高めるための取組も積極的に推進すべき状況にある。 

 以上のとおり、現下の我が国の物流が直面する課題は、今般の新型コロナウイルス感染症の流

行による社会の劇的な変化も相まって、より先鋭化・鮮明化しているといえる。本大綱の下では、

【資料1-19】
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そうした課題に対応した施策に重点的に取り組むべく、今後の物流が目指すべき方向性を下記の

①～③の３つの観点とし、関連する施策を強力に推進していく。

① 物流 DX や物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（「簡素で滑ら

かな物流」の実現） 

② 労働力不足対策と物流構造改革の推進（「担い手にやさしい物流」の実現）

③ 強靱で持続可能な物流ネットワークの構築（「強くてしなやかな物流」の実現）

 前大綱においては「強い物流」の構築が大きな目標であったが、新型コロナウイルス感染症の影

響による社会の劇的な変化により、既存の慣習や様式にとらわれずに施策を進める環境が醸成さ

れつつあることから、「強い」という概念に限らない、「簡素で滑らかな物流」、「担い手にやさ

しい物流」、「強くてしなやかな物流」の実現に向けた施策を推進していく。

この認識は、直接物流に携わる事業者、労働者だけでなく、製造事業者、荷主、一般消費者など

物流に関わる全ての関係者に共有されることが重要であり、上に掲げた今後の物流が目指す方向

性の実現に向け、あらゆる関係者が一致協力して各種の取組を推進していく必要がある。

また、この目標の達成のためには、これまで「競争領域」とされる部分が多かった物流につい

て、「協調領域」もあるという前提のもと、協調領域を積極的に拡大する方向で捉え直すことも重

要である。

加えて、あらゆる施策を講じるにあたり、安全の確保が大前提となることは言うまでもない。
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1. Our strongest recommendation

Globiz Professional University  (GPU) 

This name best represents the Japanese (Global Biz) name without becoming a 

generic descriptive name. In the case of a generic descriptive name using the 

word “business” it actually deviates from the youthful future centric use of the 

word “biz” in the Japanese name. Meanwhile if the name is “Global Biz” it still 

sounds like a shortened nickname of sorts. Thus creating an original brand with 

the implication of Global Biz is “Globiz”. 

Additionally there are plenty of names including phrases such as “Global 

Business, Global Biz” etc that in essence there will be some sort of overlap 

when it comes to using the words “global” and “business or biz”. 

In which case a simpler name that mirrors the Japanese name while 

representing our school theme is desirable. 

Thus Globiz Professional University is the best choice. 

2. About department and course name

Department names should be generic and descriptive in order to convey what it 

is clearly. Therefore in theory they should both be (according to the Japanese 

name) 

Global Business Department 

Global Business Course 

【資料3-1】
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But if the repeat of “Global Business” is not desirable the course name could be 

adjusted to 

International Business Course 

In this case the merit is that it avoids confusion between the dept. and course 

while conveying similar meaning. The demerit is that it slightly deviates from the 

Japanese name in sound, but the meaning is intact. 

* It is best not to change the dept name but the course name. Courses are more

easily adjustable to suit future needs while departments usually become

tradition. In other words, department names should try to be as timeless as

possible while courses do not follow as strongly of a culture.

Examples of generic descriptive school names 

PUIC - Professional University of International Commerce 

PUGC -  Professional University of Global Commerce 

catchy acronym 

IPUB - International Professional University of Business 

non acronym sounds best but acronym is bad 

IPUC - International Professional University of Commerce 

Sounds a bit generic 

PUIB - Professional University of International Business 

Sounds like the world leading game PUBG 

PUGB - Professional University of Global Business 
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Sounds a bit awkward (Very ESL like) 

ICPU - International Commerce Professional University 

GCPU - Global Commerce Professional University 

Doesn't sound smooth 

GBPU - Global Business Professional University 

Substitute ”University" with "Institute" or "College"? 

College would collide with CBC so no. 

Professional Institute of Global Business 

The acronym includes "pig" 

PIIC - Professional Institute of International Commerce 

Sounds catchy 

PIIB - Professional Institute of International Business 

Sounds catchy too 

• "International Commerce" makes it sound like "Marketing and Trade"

and is a big part of the curriculum and identity. But the pamphlet makes it

look like there is a huge chunk of "Online" and "Internet" related curricula

and identity.
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学校法人 深堀学園
グローバル Biz専門職大学（仮）

長期履修生規程（案）

（目的）
第1条 この規程は、グローバル Biz専門職大学（以下「本学」という。）の学則 35条（長期履修

生）に基づき、長期履修に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（対象者）
第２条 長期履修の申請をすることができる者は、通常の学生に比べて時間的に履修や研究に制限

があるものとして、次の各号のいずれかに該当する者とする。
（１）職業を有し、就業している者（自営業や臨時雇用を含む）。ただし、履修や研究に影響を与え

ない範囲での軽微なアルバイトやパートタイムに従事する者については、適用は認められな
い。

（２）出産、育児又は親族の介護を行う必要のある者
（３）その他疾病等により、標準修業年限で修了することが困難であると学長が認めた者

（長期履修機関および在学年限）
第 3条 長期履修の期間は、本学学則第 18条（修業年限）に定める年限に、２年を超えない範囲内

で学長が許可した期間を加えた年数とする。
2 長期履修を行う学生の在学年限（長期履修を行う期間以外の期間を含む。）は、修業年限の２倍
の年数に、学長が許可した期間を加えた年数とする。

（申請手続き）
第４条 長期履修の適用を希望する者は、入学予定者においては学生募集要項等で定めた時期、在

学生においては毎年度末 1月末までに、それぞれ次の書類を添えて、学長に願い出なけれ
ばならない。

① 長期履修学生申請書（本学所定の様式）
② 第２条第１項の各号に定める申請資格を証明する書類
③ その他、学長が必要と認める書類

（決定）
第５条 長期履修の適用は、前条の申請に基づき、教授会の議を経て、学長が決定する。

【資料6-2】
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資料8-1　校地校舎等の図面

①都道府県における位置関係

②最寄り駅からの距離及び所要時間

最寄り駅

　JR東日本　　　川崎駅

　京浜急行電鉄　京急川崎駅

距離

　JR 川崎駅から　　300m　徒歩4分

　京急川崎駅から　　90m　徒歩1分

神奈川県

川崎市

横浜市

100m

京急川崎駅

JR 川崎駅

グローバルBiz
専門職大学

千葉県

東京都

グローバルBiz
専門職大学
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③校舎等の配置図

校地面積

面積（内訳毎） 面積（合計）

専門職大学　専用　　（　　　　部分　） 118.21 ㎡

専門職大学　共用　　（　　　　部分　） 1,510.72 ㎡

　（　駐車場（72.03㎡）は含まず　）

④周辺施設の位置

内訳

1,628.93 ㎡

10m

本館

国際館

PAL館

北

京浜急行電鉄株式会社 所有地

駐車場

770ｍ

200ｍ

400ｍ

60ｍ

川崎市スポーツ・
文化総合センター

「カルッツかわさき」

川崎図書館

公共民間複合施設
「ソリッドスクエア」の空地

商業施設
「ラゾーナ」の
人工芝スペース

グローバルBiz
専門職大学

100ｍ

川崎市産業振興会館

凡例 校舎

校地（専門職大学 専用）

校地（専門職大学 共用）
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図書閲覧室 閲覧席24

資料8-2 図書室及び図書閲覧室 フロアマップ

北

テラス

図書室

閲覧席68席

書架

書架

司書

管理用
端末

検索・閲覧用端末

検索・閲覧用端末

書架

書架
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